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農地法第３条関係事務指針
平成２４年４月１日
第１章　基　本　事　項
第１　農地法の目的
　農地法は、農地改革の成果を維持することを主眼として、農地は耕作者自らが所有することを最も適当とする考えに基づき制定された法律であったところ、平成２１年改正によりこれを農地の効率的な利用を促進する考え方に改め、第１条においてこの法律の目的を規定している。本条はこの法律の逐条の解釈及び運用に当たっての指針としての意味を持つものである。
	（農地法第１条）
　この法律は、国内の農業生産の基盤である農地が現在及び将来における国民のための限られた資源であり、かつ、地域における貴重な資源であることにかんがみ、耕作者自らによる農地の所有が果たしてきている重要な役割も踏まえつつ、農地を農地以外のものにすることを規制するとともに、農地を効率的に利用する耕作者による地域との調和に配慮した農地についての権利の取得を促進し、及び農地の利用関係を調整し、並びに農地の農業上の利用を確保するための措置を講ずることにより、耕作者の地位の安定と国内の農業生産の増大を図り、もって国民に対する食料の安定供給の確保に資することを目的とする。



第２　農地法の改正経過
	
	昭和２７年制定
	昭和３７年改正

	  　　 法制定及び
      　 改正の趣旨
項　目

	　農地改革の成果を維持することを主眼として、農地又は採草放牧地（以下「農地等」という。）の権利移動の統制、小作地等の所有制限、その他小作関係の調整等の措置を通して耕作者の労働の成果の公正な享受を確保すること。

	　農業基本法に基づく農業構造の改善施策の一環として農地保有の合理化と農業経営の近代化を図るため、農地法の基本趣旨をそこなうことのないような配慮のもとに、家族農業経営がその経営規模を拡大しようとする場合、あるいは家族農業経営の補完と発展に資するため法人組織により農業経営を行おうとする場合、あるいは農業協同組合が農地等の信託を引き受けてその農地等の有効利用を図り、農業経営の改善に寄与しようとする場合等に必要な農地等の権利移動を容易にすること。

	第
１
条
	（目　　的）

	「農地はその耕作者自らが所有することを最も適当であると認め‥・」
 （自作農主義の原則）
	

	第
２
条

	（農業生産法人）
	
	　農業生産法人制度の創設
　　①法人形態
　　②事業内容要件 
　　③構成員資格要件 
　　④借入地面積制限   　　 を規定
　　⑤議決権要件 
　　⑥雇用労働力制限 
　　⑦配当制限

	第
３
条

	（許可権者）

	原則・・・知事 
　賃貸借、使用貸借による権利の設定移転の場合は農業委員会
	

	
	（上限取得面積）

	　原則として各都道府県別に定めた制限面積（農地平均3ha、採草放牧地平均5ha）
	　自家労働による場合は、左の制限面積を超えても可

	
	（下限取得面積）
	取得前原則30a
	

	
	（その他）
	
	農地信託制度の創設（第1項第8号）

	　　その他

	〔小作地の所有制限〕（第6条・第7条関係）
　在村地主は平均1ha所有可、不在地主は所有不可
	

	
	〔賃貸借の法定更新〕（第19条関係）
 期間満了1年前から6月前までに通知しない場合、従前と同じ条件で法定更新
	

	
	〔賃貸借の解約等の制限〕（第20条関係）　知事の許可を受けなければ賃貸借の解 除、解約、合意による解約等は不可
	


	
	昭和４５年改正
	昭和５５年改正

	 　 　　法制定及び
     　　  改正の趣旨
項　目
	　農地法による諸規制が、農業及びこれをめぐる諸情勢の著しい変化に対応できなくなったこと、及び農業技術の進歩に伴い生産性の高い大規模な農業経営が成立する可能性も熱しつつあるとの認識のもとに、農地がより生産性の高い農業経営によって効率的に利用されるようにするとともに、農地の利用関係をめぐる耕作者の権利についての秩序を確立することを主たるねらいとする。
	　農業構造改善の推進が一層重要となっている情勢に対処し農用地利用増進法が制定されたことと相まって、農地の流動化と有効利用を促進する観点から農地等の権利移動の円滑化を図るとともに、農業後継者等の育成に資することをねらいとする。


	第
１
条
	（目　　的）
	「土地の農業上の効率的な利用を図るため」が追加される。
 （借地等による農地の流動化）
	

	第
２
条

	（農業生産法人）

	農業生産法人の要件の改正
　左記④・⑤・⑥・⑦を廃止し、業務執行役員に関する要件を追加

	業務執行役員に関する要件を緩和
　従来農業生産法人に農地等の権利を供した当該法人の常時従事者が業務執行役員の過半を占めなければならないとされていたが、常時従事者が業務執行役員の過半を占めればよいこととする。

	第
３
条

	（許可権者）

	原則・・・知事
　50a以上の経営面積を持つ個人が、その住所のある市町村の区域内にある農地等について権利を取得する場合は農業委員会

	原則・・・農業委員会
下記①～③・・・知事
①　住所のある市町村の区域外にある農地　を取得する場合
②　区分地上権を取得する場合
③　農業生産法人以外の法人が権利を取得　する場合

	
	（上限取得面積）
	上限取得面積を撤廃
	

	
	（下限取得面積）
	取得後原則50a
	

	
	（その他）

	①　区分地上権の設定、農業協同組合による農業経営の受託及び農地保有合理化法人による権利取得を不許可の例外とする。（第2項ただし書き）
②　小作地等について小作農等の承諾があれば第三者が所有権を取得できることとする。（第2項第1号）
③　創設地（法第36条・第61条関係）は売渡後10年経過後貸付け可能とする。（第2項第6号）
④　適作距離等の明文化（第2項第8号）
	①　農用地利用増進法による権利の設定移　転を法第3条適用除外とする。
　（第1項第4号の3）
②　小作地等について小作農等の世帯員に　貸付ける場合は農地等の転貸禁止の規定　の例外とする。（第2項第7号）
③　創設地についてその世帯員に貸付ける　場合は、売渡後10年経過前でも貸付け可　能とする。


	　　その他

	「小作地等の所有制限の緩和」
①　挙家離村の場合は不在地主も在村地主なみの所有を可能とする。
②　農業生産法人・農地保有合理化法人に貸し付けている小作地及び小作採革放牧地の所有制限の廃止
	

	
	
	

	
	〔賃貸借の解約等の制限緩和〕
　書面に基づく合意による解約、10年以上の定めのある賃貸借については知事の許可不要
	


※「小作地等」とは、小作地又は小作採草放牧地を意味し、また、「小作農等」とは、小作農及びその世帯員並びにその土地について耕作又は養蓄の事業を行っている農業生産法人を意味する。

	
	平成５年改正
	平成１２年改正

	   法制定及び
       改正の趣旨
項　目
	　農業従事者の兼業化、高齢化等深刻な状況に対処し、農業経営が農業生産の相当部分を担うような農業構造を確立するため、農業経営基盤の強化に関する施策 を総合的かつ効果的に推進する。

	　食料・農業・農村基本法(H11.7.16施行)の基本計画に掲げられた農業の持続的な発展に関する施策として農業生産法人の活性化及び担い手の経営形態の選択肢の拡大を図る観点から、株式会社の導入を含む農業生産法人の要件を改正するとともに農業委員会の機能の活用等により投機的な農地等取得の懸念を払拭するための措置を講ずるとともに地域の実情に合わせた農地等の権利移動の措置を講ずる。

	第
１
条
	（目　　的）

	
	

	第
２
条

	（農業生産法人）

	事業及び構成員の範囲拡大等
①　農業と一時的な関連をもち、農業生産の安定発展に役立つ事業を追加
②　農業生産法人の農業経営の安定発展に寄与すると考えられる者を構成員として追加

	法人形態・事業・構成員等の改正
①　株式会社が追加された。
②　主たる事業が農業とされた。
3 構成員に地方公共団体が追加された。
④　農作業に従事する業務執行役員につい　て、常時従事役員の過半とされた。
⑤　要件適合性担保措置が講じられた。

	第
３
条

	（許可権者）

	
	

	
	（上限取得面積）
	
	

	
	（下限取得面積）

	
	　別段面積の認定について、農林水産大臣の承認が廃止された。

	
	（その他）

	　農地保有合理化法人があらかじめ農業委員会に届け出て事業を実施することによって農地等を取得する場合は、法第3条の許可は必要ない。
	

	　　その他

	
	

	
	
	

	
	
	


	
	平成２１年改正

	法制定及び　　
改正の趣旨
                            項目 
	食料の安定供給を図るための重要な生産基盤である農地について、転用規制の見直し等によりその確保を図るとともに、農地の貸借についての規制の見直し、農地の利用集積を図る事業の創設等によりその有効利用を促進する。


	第
１
条

	（目　　的）

	「国内の農業生産の基盤である農地が現在及び将来における国民のための限られた資源であり…農地を効率的に利用する耕作者による地域との調和に配慮した農地についての権利の取得を促進し…」
（農地が地域における貴重な資源であること、地域に配慮した農地の効率的利用を促進することを明確化）

	第

２

条

	（農業生産法人）

	 農業生産法人要件の見直し
   ①農業生産法人に農作業を委託している者は議決権制限を受けない構成員となった。
　 ②農業生産法人への関連事業者の議決権制限を緩和。

	第
３
条

	（全部効率利用要件）
	　全部耕作要件と効率利用要件が統合された。

	
	（下限取得面積）
	　農業委員会が別段面積を定めることになった。

	
	（地域との調和要件）
	　周辺地域の営農に支障を及ぼすような農地取得を規制することになった。

	
	(貸借権取得規制の緩和)

	　農業生産法人以外の一般法人・農業に常時従事しない個人は一定の要件を満たす場合には貸借権を取得できることになった。

	
	（その他）
	　小作地の所有権移転に係る小作農の同意規定が廃止になった。

	第３条の２
（農業委員会等の勧告・許可の取消）
	　第３条第３項の規定により権利取得した者が農地を適正に利用していない場合、農業委員会等は、その者に対し必要な措置を講ずるように勧告を行うことができ、これに従わない場合は許可を取消さなければならない。

	第３条の３
（農地等の権利取得の届出）
	　相続等により、第３条許可を受けずに権利を取得したものは農業委員会に届出ることになった。

	その他

	「小作地の所有制限規定の廃止」
  農業経営の規模拡大が主に貸借を通じて行われていることから小作地所有制限の規定が廃止された。

	
	「標準小作料の廃止に伴う農地の実勢借賃の情報提供等」
　標準小作料が廃止され、農業委員会は賃借料情報を提供することになる。



第３　用語の定義
	用　語

	定義（農地法第2条）

	

	
	
	施行通達（昭和27．12．20、27農地5129農林事務次官通達）
処理基準（平成12．6．1､12構改B404農林水産事務次官通知） 

	　　農　　地

	耕作の目的に供される土地

	

	
	
	（1）「耕作」とは土地に労費を加え肥培管理を行って作物を栽培することをいう。
　　　従って、果樹園、牧草栽培地、苗圃、わさび田、はす池等も肥培管理が行われている限り農地である。
（2）「耕作の目的に供される土地」とは、現に耕作されている土地はもちろん、現在は耕作されていなくても耕作しようとすればいつでも耕作できるような、すなわち、客観的に見てその現状が耕作の目的に供されるものと認められる土地（休耕地、不耕作地）をも含む。
（3）農地であるかどうかは、その土地の現況によって区分するのであって登記簿の地目によって区分するのではない。
（4）「耕作又は養畜の事業」とは耕作又は養畜の行為が反覆継続的に行われることをいい、必ずしも営利の目的であることを要しない。


	
	
	


	
	

	判　　　　　　　　　　　　　　　例


	
	

	肥培管理
　通常の田畑以外のものについては、肥培管理を施しているか否かを標準として農地か否かを決めるのが妥当である。この標準に従えば、桑畑、果樹園、苗木を作る苗圃等は当然農地に該当する。（判例1）
作物の範囲
①　作物は穀類蔬菜類にとどまらず、花卉、桑、茶、たばこ、梨、桃、りんご等の植物を広く含み、それが林業の対象となるようなものでないかぎり、永年生の植物でも妨げない。（判例2）
2 庭園等に使用する各種花木を幼木から栽培している土地は法第2条第1項にいう農地に当たらないとはいえない。
（判例3）
③　竹を植林し、毎年竹または筍を採取している土地は農地である。（判例4）
④　肥培管理を施し桐樹を栽培している土地は耕作の目的に供されている農地である。（判例5）
⑤　法第2条にいう耕作とは土地に労費を加え肥培管理を行って作物を栽培するこというものであって、その栽培される作物が食用に供されるものかどうかにかかわらないと解されるから、肥培管理を行って芝を栽培している土地は農地に当たる。（判例6）
⑥　土地に種を播き、これを栽培管理している牧草畑は農地である。（判例7）
耕作の目的に供される土地
①　農地とは、耕作の目的に供されている土地をいい、その土地が現に耕作の目的に供されている以上、都市計画法第12条第1項（旧法）による土地区画整理施行地区内にあるからといって、また、仮換地の指定処分があったからといって、そのことからただちに当該農地が農地法所定の農地たる性質を失うものではない。（判例8）
②　かつて桐樹栽培のために肥培管理がされたとしても、肥培管理を廃してすでに相当期間を経過し、現況が森林状態を呈している土地は、たとえ、豊沃で、桐樹伐採後ただちに農耕の用に供することができる場合であっても、農地ではない。（判例9）
③　「耕作の目的に供されている土地」とは、当該土地所有者の主観的な土地の入手目的ないし将来の使用目的だけによって判断すべきではなく、その現況に即し、当該土地が現に耕作に供されているか、または例えば休耕地のごとく現在たまたま耕作に供されていなくとも、少なくとも、耕作に供されうる状態にある土地をいうものと解すべきである（判例10）
④　もと農地として耕作されていた土地を他の用途に利用すべく、2年間休閑地又は不耕作地として放置し、その間一時材木置場として使用されたとしても、耕作しようとすればいつでも耕作しうる状態である土地について、非農地となったものとみなすことは出来ない。（判例11）
⑤　農地法第2条にいわゆる「耕作の目的に供されている土地」とは、その現況が耕作の目的に供されているだけでは足りず、所有者の意思に反して不法に開墾された土地のごときはこれを含まない。（判例12）
現況主義
　一定の土地につき労費を加え肥培管理を行って作物を栽培する事実が存する場合には、その土地は耕作の目的に供される土地であって、農地調整法にいわゆる「農地」と称するを相当とする。したがって農地であるか否かは客観的状態に従って判断されるべく、土地所有者の主観的使用目的に関係なく、土地台帳等に記載されている地目いかんによっても左右されない。（判例13）



	
	


	用　語

	定義（農地法第2条）

	

	
	
	施行通達（昭和27．12．20、27農地5129農林事務次官通達）
処理基準（平成12．6．1､12構改B404農林水産事務次官通知） 

	　採草放牧地　

	　農地以外の土地で、主として耕作又は養畜の事業のための採草又は家畜の放牧の目的に供されるもの

	

	
	
	（１）　屋根茸用、製俵用のための採草を主目的とするカヤ刈場は含まれない。
（２）　林木育成の目的に供されている土地が併せて採草放牧の目的に供されている場合そのいずれが主であるか判断の困難なときは樹冠の疎密度が0．3以下の土地は主として採草放牧の目的に供されているものと解する。
（３）　「耕作又は養畜の事業」とは耕作又は養畜の行為が反覆継続的に行われることをいい、必ずしも営利の目的であることを要しない。

	
	
	
	


	　　世帯員等

	　住居及び生計を一にする親族並びに当該親族の行う耕作又は養蓄の事業に従事するその他の二親等内の親族（注1）
 一時的に住居又は生計を異にしても世帯員とみなす事由
 ①疾病又は負傷による療　 　養
 ②就学
 ③公選による公職への就 任（注2）
 ④昭和20年8月15日以前 の召集又は徴用
 ⑤懲役刑若しくは禁こ刑の執行又は未決勾留
（注１）親族とは配偶者、六親等内の血族、三親等内の姻族
（注２）公選による公職とは衆議院議員、参議院議員、地方公共団体の長・議会の議員、農業委員会及び海区漁業調整委員会の委員（選任委員を除く。）

	

	
	
	
	

	 農業生産法人

	　農事組合法人、会社法の株式会社（公開会社でないものに限る。以下同じ。）又は持分会社（会社法第５７５条第１項に規定する持分会社をいう。以下同じ。）で、法第2 条第３項に規定する要件のすベてを満たしているもの （P35参照）

	

	
	
	


	
	

	判　　　　　　　　　　　　　　　例


	
	

	①　現に植林されその生育状態が良好ではないが植林不適地とは認められない土地は、たとえ植林手入（下草除却）のため他人に採草させている場合でも牧野とはいえない。（判例21）
②　牧野とは当該土地の利用目的が主として家畜の放牧又はその飼料若しくは農耕用の堆肥等を作るための採草にあれば足り、地上生立の立木が時に薪炭材等に用いられることがあっても牧野であることを妨げず、また、樹冠密度の大小は絶対的認定基準となるものではない。（判例22）


	
	

	耕作の事業
①　土地が耕作の業務の目的に供されているかどうかは、土地の現況、耕作の内容その他各般の事情を広く考察して客観的に定めなければならない。そして耕作の業務を営むというのは、これによって生計を立てたり営利を目的とすることを要しないけれども、土地が耕作の業務に供されているというためには、多少とも継続的性質を有することを要し、当初から一時的使用の目的に供されるものはこれに包含されない。（判例23）
②　「耕作の業務」とは、単に土地に対し継続的に肥培管理を施し作物を栽培することをいい、それを本業としてすることを要するものではない。（判例24）
耕作の事業を行う者
　　「耕作の事業を行う者」とは、いわゆる専業農家のみを指すものではなく、他に職業を持つ者で副次的に農地を耕作して収益をあげている者も含む。（判例25）
管理耕作
　　地主が農地上に小屋を建設し使用人とその家族を居住させ、右農地の管理耕作に当たらせていても、右使用人は地主の作付け計画に基づき耕作し、これに要する農機具、肥料、農薬、種子等はすべて地主が調達し、手不足の場合は地主の他の使用人を使用し、あるいは右使用人に地主の計算で他人を雇い入れさせ、収穫物は右使用人が自家用に消費する分を除いては全部地主が収納し、右使用人に対しては、定額の給料が支給されている場合は、当該農地は右地主の自作地である。（判例27）
下　　作
①　地主が自家使用の桑の葉の採取を目的としている土地を耕作人が桑の木の下作として借り受け、年々肥培管理をして相当量の収穫をあげている場合には、自作地の一面を有すると同時に小作地の面も有するが、これを自作地いずれの範疇に属させるべきかは、その農地自体が有する経済的利用価値がいずれの面でより多く発揮されているかによって決すべきである。（判例28）
2 柿の木の間の下作であっても、柿の木が少なく、手入れも不十分であり、その収穫も少ないのに反し、土地形状は通常の畑と変りなく、その収穫も多く、肥培管理は下作者が施しているような場合には右の土地は小作地と認めるべきである。（判例29）



	
	

	

	
	


　　　　　　　第２章　　農地法第３条の概要
第１　許可制と許可の性質等
　１　許　可　制
農地法第３条第１項は、農地等について所有権を移転し、又は地上権、永小作権、質権、使用貸借による権利、賃借権若しくはその他の使用及び収益を目的とする権利　を設定し、若しくは移転する場合には、当事者が農業委員会又は知事の許可を受けなければならないことを規定している。
本条の制限の対象となる権利の設定又は移転は私法上の契約に基づくものばかりで　なく、競売、公売、遺贈等の単独行為、公法上の契約及び行政処分に基づくものも
すべて含まれる。
なお、この許可を受けないでした行為は、その効力を生じない。（法第３条第７項）
	判例
★　農地の売買は、公益上の必要に基づいて、知事の許可を必要とせられているのであって現実に知事の許可がない以上、農地の所有権移転の効力は生じないものであることは、農地法第３条の規定するところにより明らかであり・・・
                                                         　　（判例３０）



　２　許可の性質
法第３条第１項の許可は申請当事者の法律行為を補充して、その法律上の効果を完成させる行政行為であり、講学上の「認可」に該当する。
この許可は、契約等による法律行為の効力発生要件であり、契約の成立要件ではない。
また、この許可は、申請当事者の法律行為が不成立又は無効であっても、そのために許可の効力に影響を及ぼすことはなく、関係農地等に係る一般私法上の権利成立の有無等について判断せずに許可したとしてもその許可の効力に影響はない。
	判例
★　農地の所有権の移転に必要な知事の許可は、当事者の意思により付加せられたいわば任意的な条件ではなく、法定の必要条件である。（判例３１）
★　農地が知事の許可を得てY1からXに譲渡された場合においても所有権登記を経ていない以上、Y1、Y2間の右農地の譲渡につき許可の申請がなされた場合には、知事は、農地法の規定に違反しない限り、有効にこれを許可することができる。（判例３２）
★　法第３条に基づく知事の許可は、許可申請当事者の予定した私法上の所有権移転の行為が不成立若しくは無効であるとしても、そのことのために瑕疵を生じることはない。（判例３３）



　３　許可の効力
法第３条第１項の許可等の行政処分はたとえ瑕疵があったとしても、その瑕疵は処分の取消し原因となるにすぎず、いったん有効に成立した処分の効力は、権限のある行政庁によって取り消されない限り有効である。
しかし、行政処分の瑕疵が「重大かつ明白」である場合には、その処分は当然無効であるとするのが判例上大勢を占めている。
	判例
★　行政行為の無効原因となる重大・明白な違法とは、処分要件の存在を肯定する処分庁の認定に重大・明白な誤認があると認められる場合を指すものと解するべきである。（判例３４）
★　行政処分の瑕疵が明白であるということは、処分要件の存在を肯定する処分庁の認定の誤認であることが、処分成立の当初から、外形上、客観的に明白であることを指すものと解するべきである。（判例３５）
★　行政処分の瑕疵が客観的に明白であるということは、処分関係人の知・不知とは無関係に、また、権限ある国家機関の判定を待つまでもなく、何人の判断によってもほぼ同一の結論に到達しうる程度に明らかであることを指すものと解するべきである。（判例３６）
★　行政処分の瑕疵の存在が明白な場合には、行政庁に当然要求された程度の調査により判明すべき事実関係に照らせば明らかに誤認と認められる場合にも該当すると解するのが相当である。（判例３７）
★　法第３条による所有権移転の許可申請書において、当事者の一方が相手方の名義部分を偽造している場合について、行政庁が許可処分をするに際し簡単な調査をすればその旨が容易に判明しうべきにかかわらず、調査義務を尽くさず、右申請書を真正なものとして誤認してなした許可処分は無効である。　

（判例３８）
★　農地の所有権移転につき当事者の一方のみの申請によってなされた許可処分は、当然無効である。（判例３９）
★　申請書に当事者が自署しなかったとしても、当事者の意思に基づいてなされたことが明らかな場合には、その瑕疵は、許可の申請及びこれに基づく許可を無効とする程重大かつ明白なものと解することはできない。（判例４０）

★　本条の許可の共同申請人中、許可指令書の交付を受けていない者が許可処分のなされた事実を知り、農林大臣に訴願を提起し、その棄却裁決を受けた後においては、許可指令書が交付されていないという瑕疵は取消し原因とはならない。（判例４１）
★　甲乙間の農地の所有権移転の許可申請書に添付されている農地売買契約書表示の契約年月日において、甲乙間に直接売買がなされた事実はなく、真実は前示年月日以前に甲丙間に売買契約が成立していたところ、丙の右契約に基づく権利を乙が譲り受け、甲乙間に当該農地の所有権移転がなされるに至った場合にあっては、申請書添付書類に右のような事実に反する記載があっても、右申請書に基づく知事の許可処分の効力に消長をきたさない。（判例４２）
★　法第３条による所有権移転の許可申請の内容に虚偽の事実があったとしても、行政庁において自ら調査のうえ、その申請が所定の基準に該当するとして許可した以上、当該許可処分の効力に何ら影響を及ぼすものではない。

　（判例４３）



　４　許可の条件
法第３条第１項の許可は、条件を付けてすることができる。（法第３条第５項）許可条件として価格についての条件を付けることは、価格統制を行っていない以上個別的な価格統制になるので妥当でない。（施行通達　第一農地法　第三条関係の５）
　５　違反行為の効果及び罰則
法第３条第１項の規定に違反して、許可を受けずに農地等について権利の移転又は　設定を行った場合及び偽りその他不正の手段により許可を受けた場合は、その行為の法律上に効果は生じないばかりか、その行為に対しては３年以下の懲役又は300万円以下の罰金という罰則の適用がある。（法第６４条）
第２　許可の要否
　１　許可を要するもの
　 (1)  法律行為に基づく権利の設定移転（私法上、公法上、行政処分によるものすべて　　　を含む。）
　　　①契約、②競売、③公売、④遺贈（特定遺贈）等
	判例
★　買戻し（買戻権の行使）
　　買戻権の行使による農地の所有権移転が効力を生じるには知事の許可を要し、許可のない限り相手方は農地を買戻権者に引き渡す義務はない。　　　　（判例４４）
★　競売又は公売
　(ｱ) 競売により農地の所有権が移転する場合であっても、農地法第３条第１項の規定による許可を受けることを要し、その許可がない限り、たとえ競落許可決定が確定しても、競落人は農地の所有権を取得はできない。　　
（判例４５）
　(ｲ) 法第３条の規定は、競売による所有権移転の場合にも適用がある。　　　（判例４６）
　(ｳ) 公売処分に基づく競落による所有権移転についても、知事の許可を要する。（判例４７）
★　特定遺贈
　　農地調整法第４条（(注)：現農地法第３条と同趣）は、特定遺贈による農地の所有権移転についても、適用があると解するべきである。（判例４８）
★　家事調停
　(ｱ) 家事調停による農地の所有権移転については、知事の許可を要する。　　（判例４９）
　(ｲ) 遺産分割の家事調停において相続人から利害関係人たる相続放棄者に対して農地を贈与する旨の調停条項が成立したとしても、右条項による権利移転は、法第３条第１項ただし書第７号所定の遺産分割の場合に当たらない。（判例５０）
★　譲渡担保
　　譲渡担保についても農地法所定の許可を経なければ所有権移転の効果は生じない。（判例５１）
★　農業委員会のあっせん
　　農業委員会のあっせんにより農地の利用権が設定された場合でも、法第３条の許可は必要である。（判例５２）



　２　許可を要しないもの
　　(1) 法律行為に基づかない権利の設定移転
　　　　①時効取得、②相続、③権利放棄、④法人の合併、⑤真正な名義の回復等
	判例
★　時効取得
　(ｱ) 農地の所有権の時効取得は法第３条の適用はない。（判例５３）
　(ｲ) 土地賃借権の時効取得については、土地の継続的な用益という外形的な事実が存在し、かつ、それが賃借の意志に基づくことが客観的に表現されているときは、民法第１６３条に従い土地賃借権の時効取得が可能である


	　　と解するのが相当である。（判例５４）
★　包括遺贈
　　農地の所有権を包括遺贈により取得するについては、包括遺贈が相続と同視すべきであるから知事の許可を必要としない。（判例５５）
★　共有持分の放棄
　　共有者の一部の者の持分放棄により他の共有者にその持分が移転する場合には、法第３条所定の県知事の許可は要しないと解するべきである。
（判例　５６）
★　所有権の登記名義の回復
　　農地調整法第４条（(注)：現農地法第３条と同趣）は、所有権移転登記が虚偽の意思表示に基づくものであることを理由として、その登記名義回復のために所有権移転登記手続きをする場合には適用がない。（判例５７）



　　(2) 法律行為の取消、解除
	判例
★　売買の解除
　　債務不履行により農地の売買契約を解除する場合、その取消しの場合と同様に、初めから売買のなかった状態に戻すだけのことであって、新たに所有権を取得せしめるわけのものではないから、法第３条の関するところではないというべきである。（判例５８）



　　(3) 法第３条第１項ただし書により許可を要しないこととされている場合
　　　①　第５条第１項本文に規定する場合（ただし書本文）
　　　②　第４６条第１項又は第４７条の規定によって所有権が移転される場合（第１号）
　　　③　第３６条第３項の規定により都道府県知事が作成した調停案の受諾に伴い所有権が移転され、又は賃借権が設定され、若しくは移転される場合（第２号）
　　　④　第３７条から第４０条までの規定によって第３７条に規定する特定利用権が設定される場合（第３号）
　　　⑤　第４３条の規定によって同条第1項の規定する遊休農地の利用する権利が設定される場合（第４号）
　　　⑥　これらの権利を取得する者が国又は都道府県である場合（第５号）
　　　⑦　土地改良法、農業振興地域の整備に関する法律、集落地域整備法若しくは市民　農園整備促進法による交換分合又は独立行政法人緑資源機構法第11条第１項第　８号の業務の実施によってこれらの権利が設定され、又は移転される場合（第６号）
　　　⑧　農業経営基盤強化促進法第１９条の規定による公告があった農用地利用集積計画の定めるところによって同法第４条第４項第１号の権利が設定され、又は移転される場合（第７号）
　　　⑨　特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律第９条第１項の規定による公告があった所有権移転等促進計画の定めるところ　によって同法第２条第３項第３号の権利が設定され、又は移転される場合（第８　号）
　　　⑩　農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第８条第１項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところによって同法第５条第７項の権利が設定され、又は移転される場合（第９号）
　　　⑪　民事調停法による農事調停によってこれらの権利が設定され、又は移転される　場合（第１０号）
　　　⑫　土地収用法その他の法律によって農地等又はこれらに関する権利が収用され、　又は使用される場合（第１１号）
　　　⑬　遺産の分割、民法第768条第２項（同法第749条及び第771条において準用する場合を含む。）の規定による財産の分与に関する裁判若しくは調停又は同法第958条の３の規定による相続財産の分与に関する裁判によってこれらの権利が設定され、又は移転される場合（第１２号）
　　　⑭　農業経営基盤強化促進法第８条第１項に規定する農地保有合理化法人又は同法第１１条の１２に規定する農地利用集積円滑化団体が、農林水産省令で定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て、同法４条第２項第１号に規定する農地売買等事業の実施によりこれらの権利を取得する場合（第１３号）
　　　⑮　農業協同組合法第10条第３項の信託の引受けの事業又は農業経営基盤強化促進法第４条第２項第２号若しくは第２号の２に掲げる事業（以下これらを「信託事業」という。）を行う農業協同組合又は農地保有合理化法人が信託事業による信託の引受けにより所有権を取得する場合及び当該信託の終了によりその委託者又はその一般承継人が所有権を取得する場合（第１４号）
　　　⑯　地方自治法第252条の19第１項の指定都市が古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法第19条の規定に基づいてする同法第11条第１項の規定による買入れによって所有権を取得する場合（第１５号）
　　　⑰　その他省令（施行規則第１８条）で定める場合（第１６号）
　　　　ａ　法第４５条第１項の規定により農林水産大臣が管理することとされている農地等の貸付けにより法第３条第１項本文に掲げる権利が設定される場合
　　　　ｂ　土地収用法、都市計画法又は鉱業法による買受権に基づいて農地等が取得される場合
　　　　ｃ　法第４７条の規定による売払いに係る農地等についてその売払いを受けた者がその売払いに係る目的に供するため法第３条第１項の権利を設定し、又は移転する場合
　　　　ｄ　株式会社日本政策金融公庫が、公庫のための抵当権の目的となっている農地等を競売又は国税徴収法による滞納処分（その他の法令により同法の滞納処分の例による場合を含む。）による公売によって買い受ける場合
　　　　ｅ　包括遺贈により法第３条第１項の権利が取得される場合
　　　　ｆ　都市計画法第５６条第１項又は第５７条第３項の規定によって市街化区域内にある農地等が取得される場合
　　　　ｇ　電気事業法第２条第１項第１０号に規定する電気事業者が送電用若しくは配電用の電線又はプロペラ式発電用風力設備のブレードを設置するため民法第２６９条の２第１項の地上権又はこれと内容を同じくするその他の権利を取得する場合
　　　　ｈ　独立行政法人都市再生機構又は独立行政法人中小企業基盤整備機構が国又は地方公共団体の試験研究又は教育に必要な施設の造成及び譲渡を行うため当該施設の用に供　する農地等を取得する場合
　　　　ｉ　電気通信事業法第120条第１項に規定する認定電気通信事業者が有線電気通信のための電線を設置するため民法第２６９条の２第１項の地上権又はこれと内容を同じくするその他の権利を取得する場合
　　　　ｊ　国有財産法第２８条の２第1項の規定による信託の引受けによって市街化区域内にある農地等が取得される場合
　　　　ｋ　成田国際空港株式会社が公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律第９条第２項又は特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法第８条第１項若しくは第９条第２項の規定により農地等を取得する場合
第３章　許可事務
　第１　許可申請
　　１　許可申請手続
　　　　法第３条第１項の許可申請をしようとする者は、次により許可申請書（様式第１号。農業生産法人の場合は様式第１号別紙を添付）を当該土地の所在する市町村農業委員会に提出する。
　　　(1) 名あて人……農業委員会会長
　　　(2) 添付書類……５「申請書添付書類」に規定する書類を添付する。
　　　(3) 提出部数（添付書類含む。）
　　　　　　正本１部
　　　
　　２　許可申請者
　　　　法第３条第１項の規定による許可の申請は、当事者が連署・押印して行う。
　　　　ただし、個人が氏名を自署する場合は、押印を省略することができる。
　　　　また、単独申請や制限能力者による申請等については、次のとおり取り扱うものとする。
　　　(1) 単独で申請することができる場合
　　　　①　強制競売、担保権の実行としての競売（その例による競売を含む。）又は公売によって農地等の権利を取得しようとする場合には、その買受人
　　　　②　遺贈その他の単独行為によって農地等の権利が設定され、また移転される場合には、その単独行為をする者（例えば、遺贈の場合には、遺言者又はその相続人若しくは遺言執行者）
　　　　③　その申請に係る権利の設定又は移転に関し、判決が確定し、裁判上の和解若しくは請求の認諾があり、民事調停法により調停が成立し、又は家事審判法により、審判が確定し、若しくは調停が成立した場合には、権利を取得しようと　する者
　　　(2) 制限能力者による申請について
　　　　　制限能力者とは、民法上①未成年者、②成年被後見人、③準禁治産者、④被保佐人、⑤被補助人であり、単独でした法律行為の効果が制限されることから、これらの者が申請当事者となる場合には、次により申請書を作成させるものとする。　ア　未成年者の場合
　　　　　　未成年者の氏名を親権者又は後見人が記入し、あわせて親権者又は後見人が本人のためにすることを示して、記名押印又は自署する。また、親権者又は後見人であることを確認できる証明書等を添付する。
　　　　　　記入例：「A親権者B」
　　　　イ　成年被後見人の場合（［注］①）
　　　　　　成年被後見人の氏名を成年後見人が記入し、あわせて成年後見人が本人のためにすることを示して、記名押印又は自署する。また、成年後見人であることを確認できる証明書等を添付する。
　　　　　　記入例：「A成年後見人B」
　　　　ウ　準禁治産者・被保左人・被補助人の場合（［注］②～④）
　　　　　　準禁治産者・被保左人・被補助人が記名押印又は自署する。また、保左人・補助人の同意書及び保左人・補助人であることを確認できる証明書等を添付する。
　　　
［注］
　　　　①　成年被後見人については、民法第８条参照
　　　　②　被保左人については、民法第１２条参照
　　　　③　被補助人については、民法第１５条参照
　　　　④　準禁治産者については、民法附則（11.12.8）第３条第３項参照
　　　(3) 委任に基づく代理申請の場合
　　　　　委任者の氏名を代理人が記入し、あわせて代理人が本人のためにすることを示して、記名押印又は自署する。また、委任状（委任者の印鑑証明書添付）を添付する。
　　　(4) 自己契約・双方代理の禁止と特則
　　　　　民法第１０８条、第５７条、第８２６条、第８６０条、第８５１条第４号、第８６６条、会社法第３５６条、第５９５条等を参照
　　

　　３　許可申請に係る事務処理上の留意事項
　　　(1) 一筆の土地の一部についての申請
所有権移転等許可後に登記の必要のある許可申請の場合には、不動産登記事務　との関係上、分筆登記終了後に申請するよう指導することとし、許可後に登記の必要のない場合には、地積求積図により位置を特定させることにより分筆登記を省略できるものとする。
　　　(2) 申請人死亡の場合
　　　　ア　許可申請後許可前に譲渡人が死亡したことが判明した場合は、速やかにその一般承継人（相続人等）に係る住民票・相続関係図・戸籍謄本等の関係書類を提出させ、当初から当該譲渡人の一般承継人と譲受人の連署により申請があったものとみなして処理する。
　　　　イ　許可申請後許可前に譲受人が死亡したことが判明した場合は、譲渡人及び当該譲受人の一般承継人に取下願を提出するよう指導するものとする。
　　(3) その他
	判例
★　許可申請義務
(1) 農地の賃貸人は、別段の事情がない限り、その賃貸借契約上当然に賃借人のため、農業委員会に対する賃借権設定許可申請手続に協力する義務があるものと解するべきである。（判例５９）
(2) 農地の売買については、特段の事情がない限り、売主は、知事に許可申請手続をなすべき義務を負う。（判例６０）
(3) 農地の売買契約がなされた場合において、売主が知事に対する許可申請に必要な書類を買主に交付したのに、買主が特段の事情もなく右許可申請手続をしないときは、売主はこれを理由に売買契約を解除することができる。（判例６１）
★　許可申請義務の消滅
(1) 農地の売買契約に基づく所有権移転許可申請協力請求権は、売買契約に基づく債権的請求権であり、民法第167条第１項の債権に当たると解すべきであって、売買契約成立の日から10年の経過により時効によって消滅する。（判例６２）
(2) 農地の賃貸借契約に付された確定期限内に賃借権設定許可手続がとられなかったときは、その後許可があっても賃貸借関係が生ずるわけではないから、許可申請の目的を失い賃貸人の許可申請協力義務は消滅するものと解するのが相当である。
（判例６３）



　　４　申請書添付書類
	
	添　付　書　類

	備　　　　考

	添付
根拠
	様　式


	申
請
地
関
係
	１　土地の登記事項証明書
	全部事項証明書に限る。
	規則
	

	
	２　農業経営の実態証明（注２）
	申請土地と譲受人住所地の市町村が異なる場合に添付
	　 
指針

	第２号

	
	３　営農計画書
	同一世帯内等における権利の設定、移転の場合は添付不要とする。
	
	第３号


	譲
受
人
関
係

	法
人
の
場
合

	４　法人の登記事項証明書
	許可指令書作成
	
	

	
	
	５　定款又は寄附行為の写し
	地方公共団体、独立行政法人の場合は不要
	規則

	

	
	
	６　農業生産法人以外の法人の　要件を満たすことを証する書面
	令第６条第２項第３号に規定する法人の場合
	
	

	
	
	７　農業生産法人の場合（上記以外）
　①農事組合法人又は株式会社である場合には、その組合員名簿又は株主名簿の写し
　②農業法人に対する投資の円滑化に関する特別措置法に規定する承認会社が構成員の場合、その構成員が承認会社であることを証する書面及び構成員の株主名簿の写し
　③法第２条第３項第２号チに掲げる者が構成員の場合、構成員とその法人との間で締結された契約書の写し・同号チに掲げる者であることを証する書面
	
	

	
	
	８　市町村長の指定を受けたことを証する書面
	権利を取得しようとする者が景観法第９２条第１項 に規定する景観整備機構である場合
	
	

	
	
	９　その他
　①農業経営受託規程
　②受託農業経営事業の内容書
	農業協同組合が農業経営の受託に伴い農地等の権利を取得する場合

	指針
	

	
	単
独
申
請
の
場
合

	10①売却決定の期日調書又は公　　売調書の写し
	競売又は公売による場合
	規則

	

	
	
	　②公正証書の写し
	特定遺贈による場合
	
	

	
	
	　③判決書の写し
	確定判決による場合
	
	

	
	
	　④和解調書若しくは認諾調書の写し
	裁判上の和解若しくは請求の認諾による場合

	
	

	
	
	　⑤調停調書の写し
	民事調停法による調停が成立した場合
	
	

	
	
	　⑥家事審判書の写し
	家事審判法による審判の確定若しくは調停が成立した場合
	
	

	譲
渡
人
関
係
	11　その他

	土地の登記事項証明書の所有名義人と譲渡人が異なる場合等
(1) 相続登記未了の場合は、
①相続関係図、②戸籍謄本、③除籍謄本、④相続放棄申述受理謄本、遺産分割協議書又はこれに代わるべき同意書等の書面
(2) 住所移転の場合は、戸籍の附票の写し等
	指針

	

	そ
の
他

	12　事業又は施設に関する計画概要書

	民法第２６９条の２第１項の地上権又はこれと内容を同じくするその他の権利（区分地上権等）を取得する場合
	指針
	

	
	13　事業又は施設を必要とする理由書、事業又は施設に関する計画概要書
	令第６条第２項に該当して農地等の権利を取得する場合
	
	

	
	14　農地等の貸借に係る契約書の写し

	法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第1項の許可を受けようとする場合

	法律
	

	
	15　その他参考となる書類

	例：「公図」・「動態図」等必要に応じた書類
農業生産法人の場合：損益計算書の写し、総会議事録の写し等
法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第1項の許可を受けようとする場合：同項2号の「適切な役割分担」を証する確約書又は協定書等（P34第３の３の(２)の①参照）
	規則
	


　　　　（注１）「添付根拠」欄
　　　　　　　　　〔指針〕：農地法第３条関係事務指針により添付を要する書類
　　　　（注２）「農業経営の実態証明」は、譲受人の住所地の農業委員会において内容を証明したものとする。
　第２　農業委員会の事務処理
　　１　農業委員会の処理
　　　　農業委員会は、許可申請書の提出があった場合には、次により処理するものとする。
(1) 申請の処理
　　　　ア　農業委員会は、提出された許可申請書の記載事項及び添付書類について審査し、その申請が適法なものであるかどうか、及び許可基準（法第３条第２項各号）に該当しないかどうかについて判定する。
なお、この際現地調査を行うとともに、必要に応じて呼出し調査等の実情調査を実施する。
　　　　イ　農業委員会は、申請書の記載事項又は添付書類に不備があるときはこれを補正又は追完させる。
　　　　ウ　農業委員会は、アの判定によりその申請の却下又は許可若しくは不許可を決定し、指令書（様式第５～７号）を申請者の双方に交付する。（単独申請の場合は申請者に交付する。）
　　　　エ　ウの場合において、その処分の内容が申請を却下し、申請の全部若しくは一部について不許可をし、又は附款を付して許可をするものであるときは、これらの指令書の末尾に次の記載をする。
なお、法第３条第３項の規定を適用して許可をする場合には、毎年、その農地等の利用状況について、農業委員会に報告（様式第２４号）しなければならない旨の条件をつけること。
　　　　　　「〔教示〕
　　　　　　１　この処分に不服があるときは、地方自治法第２５５条の２の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、名あて人を千葉県知事とした審査請求書（行政不服審査法第１５条に規定する事項を記載しなければなりません。）正副２通を千葉県知事に提出して審査を請求することができます（なお、処分があったことを知った日から６０日以内であっても、処分のあった日の翌日から起算して１年を経過したときは審査請求をすることはできません。）。
　　　　　　　　なお、審査請求書は、当農業委員会を経由して千葉県知事に提出することもできますし、また、直接千葉県知事に提出することもできますが、直接提出する場合にはなるべく千葉市中央区市場町１番１号千葉県農林水産部農地課に提出してください。
　　　　　　２　この処分の取消しを求めるときは、この処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、いすみ市を被告として（訴訟においていすみ市）を代表する者はいすみ市農業委員会となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお，処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６箇月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することはできません。）。
３　この処分の取消しの訴えは、農地法第５４条の規定により、この処分についての審査請求に対する採決を経た後でなければ提起することができませんが、次の①から③までのいずれかに該当するとは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。①審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」
　　　　オ　農業委員会は、ウの処分をしたときは当該処分につきその内容、その目的となった権利の設定又は移転の種類等に応じて、必要な区分をし、その区分ごとに許可申請書を指令書の控えとともに簿冊に整理して保存する。
　　　
　　２　農業委員会の事務処理上の留意事項
　　　(1) 却下・許可・不許可の審査範囲
　　　　　法第３条第１項の許可に際しては、①農地等に係る権利取得者が農地法上の権利取得適格者であるかどうか、②当該許可申請が許可要件を具備しているかどうかについて判断すれば足り、私法上の効果等についてまで審査する必要はない。
	判例
★　法第３条（又は第５条）に基づく知事の許可は、農地法の立法目的に照らして、当該農地の所有権移転等につき、その権利の取得者が農地法上の適格性を有するか否かの点のみを判断して決定すべきであり、それ以上のその所有権の移転等の私法上の効力等についてまで判断してなすべきでない。
（判例６４）
★　法第３条に基づく知事の所有権移転の不許可の権限は、自作農の創設維持という行政目的を達成するために与えられた者であり、当該農地の所有関係を確定することを目的とするものではないから、譲受人において所有権を取得する可能性がある以上、たとえ登記簿上の所有名義人の所有資格につき争いのある場合においても、行政機関たる知事は、みだりに実態上の所有関係をせんさくして同条の許可を拒む権利はない。（判例６５）



　　　(2) 行政指導
　　　　　却下・許可・不許可の処分に係る判断は(1)の審査範囲によるが、これらの処分にあたっては、いたずらに私法上の紛争を生じることがないよう、処分前に十分申請当事者に説明するものとする。
　　　(3) 教示について
　　　　　教示は、農業委員会が申請を却下し、申請の全部若しくは一部について不許可をし、又は附款を付して許可をする場合に行う。
　　　(4) 却下・不許可指令書の交付について
　　　　　農業委員会は、却下指令書又は不許可指令書を交付する場合には、直接申請当事者に交付するものとし、書留郵便により送付する等所要の措置を講ずるものとする。

　　３　事務処理フロー図
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第３　許可基準
　法第３条第１項の規定による許可の基準としては、同条第２項各号において許可することができない場合が規定されており、原則としてこの許可基準により許可、不許可を決定するものとするが、同項各号規定の許可基準に明文のない場合でも農地法全体の趣旨を踏まえてこの決定を行うものとする。
　ただし、次に掲げるものは、上記許可基準の許可できない場合に該当してもこの限りではない（法第３条第２項ただし書き）。
(１)　民法第269条の２第１項の地上権（いわゆる区分地上権）又はこれと内容を同じくするその他の権利が設定され、又は移転されるとき。
(２)　農業協同組合法第10条第２項に規定する事業を行う農業協同組合又は農業共同組合連合会が農地等の所有者から同項の委託を受けることにより法第３条第２項第１号に掲げる権利が取得されることとなるとき。
(３)　同法第11条の31第１項第１号に掲げる場合において農業協同組合又は農業共同組合連合会が使用貸借による権利又は賃借権を取得するとき。
(４)　法第３条第２項第１号、第２号、第４号、第５号に掲げる場合において政令で定
      める相当の事由があるとき（次表「不許可の例外」欄参照）。
	判例　★　法第３条第２項に列挙した事実がある場合には、知事の許可処分は無
　　　　　効と解するベきである。（判例６６）


１　法第３条第２項規定の許可基準
	
	不　許　可　の　内　容
	 不　許　可　の　例　外


	第１号

	　所有権、地上権、永小作権、質権、使用貸借による権利、賃借権若しくはその他の使用及び収益を目的とする権利を取得しようとする者又はその世帯員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有状況、農作業に従事する者の数等からみて、これらの者がその取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められない場合

	①　その権利を取得しようとする者がその取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき農地等のすべてについて耕作又は養畜の事業を行うと認められ、かつ、次のいずれかに該当する場合
イ　その権利を取得しようとする者が法人であって、その権利を取得しようとする農地等における耕作又は養畜の事業がその法人の主たる業務の運営に欠くことのできない試験研究又は農事指導のために行われると認められる場合
ロ　地方公共団体（都道府県を除く。）がその権利を取得しようとする農地等を公用又は公共用に供すると認められる場合
ハ　教育、医療又は社会福祉事業を行うことを目的として設立された法人で農林水産省令で定めるものがその権利を取得しようとする農地等を当該目的に係る業務の運営に必要な施設の用に供すると認められる場合
ニ　独立行政法人農林水産消費安全技術センター、独立行政法人種苗管理センター又は独立行政法人家畜改良センターがその権利を取得しようとする農地等をその業務の運営に必要な施設の用に供すると認められる場合
②　耕作又は養畜の事業を行う者が所有権以外の権原（第三者に対抗することができるものに限る。ロにおいて同じ）に基づいてその事業に供している農地等につき当該事業を行う者及びその世帯員等以外の者が所有権を取得しようとする場合において、許可の申請の時におけるその者又はその世帯員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等からみて、イ及びロに該当する場合
イ　許可の申請の際現にその者又はその世帯員等が耕作又は養畜の事業に供すべき農地等のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められる場合
ロ　その土地についての所有権以外の権原の存続期間の満了その他の事由によりその者又はその世帯員等がその土地を自らの耕作又は養畜の事業に供することが可能となった場合において、これらの者が耕作又は養畜の事業に供すべき農地等のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うことができると認められる場合

	第２号

	　農業生産法人以外の法人が前号に掲げる権利を取得しようとする場合

	①　農業協同組合、農業協同組合連合会又は農事組合法人がその権利を取得しようとする農地等を稚蚕共同飼育の用に供する桑園その他これらの法人の直接又は間接の構成員の行う農業に必要な施設の用に供すると認められる場合
②　森林組合、生産森林組合又は森林組合連合会がその権利を取得しようとする農地等をその行う森林の経営又はこれらの法人の直接若しくは間接の構成員の森林の経営に必要な樹苗の採取又は育成の用に供すると認められる場合
③　乳牛又は肉用牛の飼養の合理化を図るため、その飼養の事業を行う者に対してその飼養の対象となる乳牛若しくは肉用牛を育成して供給し、又はその飼養の事業を行う者の委託を受けてその飼養の対象となる乳牛若しくは肉用牛を育成する事業を行う一般社団法人又は一般財団法人で農林水産省令で定めるものが、その権利を取得しようとする農地等を当該事業の運営に必要な施設の用に供すると認められる場合
④　東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社又は西日本高速道路株式会社がその権利を取得しようとする農地等をその事業に必要な樹苗の育成の用に供すると認められる場合
⑤　第１号に同じ

	第３号

	　信託の引受けにより第１号に掲げる権利が取得される場合
	

	第４号

	　第１号に掲げる権利を取得しようとする者（農業生産法人を除く。）又はその世帯員等がその取得後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農作業に常時従事すると認められない場合
	第２号に同じ


	第５号

	　第１号に掲げる権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその取得後において耕作の事業に供すべき農地の面積の合計及びその取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき採草放牧地の面積の合計が、いずれも50アール（注１）（農業委員会が施行規則第20条で定める基準に従い、市町村の区域の全部又は一部についてこれらの面積の範囲内で別段の面積を定め、これを公示したときは、その面積）に達しない場合

	①　権利の取得後における耕作の事業が草花等の栽培でその経営が集約的に行われるものであると認められる場合 
②　その権利を取得しようとする者が、農業委員会のあっせんに基づく農地等の交換によりその権利を取得しようとするものであり、かつ、その交換の相手方の耕作若しくは養畜の事業に供すべき農地等の面積の合計がその交換による権利の移転の結果、法第３条第２項第５号に規定する面積を下ることとならないと認められる場合
③　その位置、面積、形状等からみてこれに隣接する農地等と一体として利用しなければ利用することが困難と認められる農地等につき、当該隣接する農地等を現に耕作又は養畜の事業に供している者が権利を取得する場合
④　第２号に同じ


	第６号

	　農地等につき所有権以外の権限に基づいて耕作又は養畜の事業を行う者がその土地を貸付け、又は質入れしようとする場合

	①　当該事業を行う者又はその世帯員等の死亡又は第２条第２項に掲げる事由によりその土地について耕作、採草又は家畜の放牧をすることができないため一時貸し付けようとする場合
②　当該事業を行う者がその土地をその世帯員等に貸し付けようとする場合
③　農地保有合理化法人又は農地利用集積円滑化団体がその土地を農地売買等事業の実施により貸し付けようとする場合
④　その土地を水田裏作の目的に供するため貸し付けようとする場合
⑤　農業生産法人の常時従事者たる構成員がその土地をその法人に貸し付けようとする場合

	第７号

	　第１号に掲げる権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその取得後において行う耕作又は養畜の事業内容並びにその農地等の位置及び規模からみて、農地の集団化、農作業の効率化その他周辺の地域における農地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合

	


（注１）　法第３条第１項に掲げる権利を取得しようとする者又は世帯員が現に耕作又は養畜の事業に供　　　　している農地及び採草放牧地の面積を各々別々に計算してそのいずれか一方の面積が50a。

２　許可基準の解釈及び運用上の留意事項
 (1)　第２項第１号関係
　　　法第３条第２項第１号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によるものとする。
ア　「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地」とは、法第３条第１項の許可の申請に係る農地等及び農地等の権利を取得しようとする者又はその世帯員等が同条第２項第１号に掲げる権利を有している農地等をいう。
　このため、農地等の権利を取得しようとする者又はその世帯員等が当該農地等以外で既に所有しているもので他に所有権以外の使用及び収益を目的とする権利が設定されているものも「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地」に該当する。この場合、農地等の集団化等地域の農地等の効率的な利用のために他に使用及び収益を目的とする権利が設定されており、権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその返還を受けて耕作又は養畜の事業に供することができないときは、「すべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行う」と認められるかの判断をする上で勘案しないものとし、他方、他に使用及び収益を目的とする権利を設定している農地等で権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその返還を受けて耕作又は養畜の事業に供することにつき支障がないにもかかわらず、貸し付けたまま他の農地等の権利を取得しようとするときは、「すべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行う」とは認められないものとする。
また、法第51条第１項各号に該当する者、法第30条第３項各号に該当する農地の所有者並びにその農地について使用及び収益をする者については、耕作又は養畜の事業に供すべき農地等のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められないことは当然である。
イ　「効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行う」と認められるかについては、近傍の自然的条件及び利用上の条件が類似している農地等の生産性と比較して判断する。
この場合において、農地等の権利を取得しようとする者及びその世帯員等の経営規模、作付作目等を踏まえ、次の要素等を総合的に勘案する。
① 機械
農地等の権利を取得しようとする者又はその世帯員等が所有している機械のみならず、リース契約により確保されているものや、今後確保すると見込まれるものも含む。
② 労働力
農地等の権利を取得しようとする者及びその世帯員等で農作業等に従事する人数のみではなく、雇用によるものや、今後確保すると見込まれるものも含む。
③ 技術
農地等の権利を取得しようとする者及びその世帯員等に限らず、農作業等に従事する者の技術をいう。なお、農作業の一部を外部に委託する場合には、農地等の権利を取得しようとする者及びその世帯員等に加え、委託先の農作業に関する技術も勘案する。
なお、農地等の権利を取得しようとする者の住所地から取得しようとする農地等までの距離で画一的に判断することは、今日では、農地等の権利を取得しようとする者及びその世帯員等以外の者の労働力も活用して農作業を行うことも多くなっていること、著しく交通が発達したこと等を踏まえ、適当ではない。
ウ　イの判断に当たっては、農地等の効率的な利用が確実に図られるかを厳正に審査する必要があるが、いたずらに厳しく運用し、排他的な取扱いをしないよう留意する。
例えば、新規就農者について、農業高校を卒業しても研修を受けなければ必要な技術が確保されていると認めないとすること、まずは農地等を借りて実績を作らなければ所有権の取得は認めないとすること等の硬直的な運用は、厳に慎むべきである。
また、賃貸借等による農地等の権利取得については、絶対的な管理・処分権限がある所有権と異なり、仮に不適切な利用があった場合においても、所有権に基づいて農地等を元の所有者に戻すことができること等を踏まえ、特に農地等を利用する者の確保・拡大を図ることを旨として取り扱うことが重要である。
なお、耕作又は養畜の事業以外の土地を利用した事業を行っている者については、審査を特に厳正に行わなければならないことは言うまでもない。
エ　耕作又は養畜の事業を行う者が所有権以外の権原に基づいてその事業に供している農地等につき当該事業を行う者又はその世帯員等以外の者が所有権を取得しようとする場合には、当該農地等は法第３条第２項第１号の「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地」に該当するが、当該農地等で耕作又は養畜の事業を行う者が第三者に対抗することができる権利に基づいてその事業を行っている場合には、許可の申請の時における所有権を取得しようとする者又はその世帯員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等からみて、次に該当する場合には不許可の例外となる。
① 許可の申請の際現にその者又はその世帯員等が耕作又は養畜の事業に供すべき農地等のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められること。
② その土地についての所有権以外の権原の存続期間の満了その他の事由によりその者又はその世帯員等がその土地を自らの耕作又は養畜の事業に供することが可能となる時期が明らかであり、可能となった場合において、これらの者が、耕作又は養畜の事業に供すべき農地等のすべてを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められること。
①、②の判断については、「許可の申請の時におけるその者又はその世帯員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等」には、今後確保する見込みの機械、労働力等は含まれず、許可の申請の時に現に所有等しているものから判断する。
また、②について判断する際には、所有権以外の権原に基づいて耕作又は養畜の事業を行う者に対し、当該農地等での耕作又は養畜の事業の継続の意向を確認することが適当である。
なお、その農地等の所有権を取得しようとする者又はその世帯員等が自らの耕作又は養畜の事業に供することが可能となる時期が、許可の申請の時から１年以上先である場合には所有権の取得を認めないことが適当である。
　　
 (2)　第２項第２号関係
ア　法第３条第２項第２号に該当するかの判断に当たっては、農地等の権利を取得しようとする法人が許可の申請の時点に法第２条第３項各号の要件を満たしていても、農地等の権利の取得後に要件を満たし得ないと認められる場合には、許可することができないものとする。
この場合において、例えば、その他事業の種類や規模等からみて、その他事業の売上高見込みが不当に低く評価されていると認められるなど、事業計画が不適切と認められる場合には、その法人に書類の補正等を行わせ、信頼性のある計画に改めさせる等の指導を行うものとする。
イ　法人の設立手続中に農地等の現物出資を受ける場合には、当該法人が法第３条第１項の許可を得ることが必要であるが、その場合には、その設立しようとする法人が法第２条第３項各号に掲げる要件を満たし得ると認められ、かつ、定款を作成している場合には、設立登記前であっても、農業生産法人として取り扱うものとする。
なお、この場合の許可申請書には、定款に定めがあるか、又は株主総会若しくは社員総会で選任された理事、取締役その他の代表者の署名を求めるものとする。
 (3)　第２項第４号関係
法第３条第２項第４号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によるものとする。
ア　「耕作又は養畜の事業に必要な農作業」とは、当該地域における農業経営の実態からみて通常農業経営を行う者が自ら従事すると認められる農作業をいう。したがって、当該地域において農業協同組合その他の共同組織が主体となって処理することが一般的となっている農作業はこれに含まれないものとする。
イ　農地等の権利を取得しようとする者又はその世帯員等の当該農地等についての権利の取得後におけるその経営に係る農作業に従事する日数が年間150日以上である場合には「農作業に常時従事する」と認めるものとする。
　　また、当該農作業に要する日数が年間150日未満である場合であっても、当該農作業を行う必要がある限り農地等の権利を取得しようとする者又はその世帯員等が当該農作業に従事していれば、「農作業に常時従事する」と認めるものとする。このことは、当該農作業を短期間に集中的に処理しなければならない時期において不足する労働力を農地等の権利を取得しようとする者及びその世帯員等以外の者に依存していても同様である。　　
 (4)　第２項第５号関係
　　　「耕作の事業に供すべき農地」及び「耕作又は養畜の事業に供すべき採草放牧地」は、上記（1）「第２項第１号関係」と同様である。
 (5)　第２項第６号関係
　　　「水田裏作」に関する規定は、表作における稲を栽培することによる収益よりも裏作における稲以外の作物を栽培することによる収益の方が高い場合であっても適用する。
 (6)　第２項第７号関係
農業は周辺の自然環境等の影響を受けやすく、地域や集落で一体となって取り組まれていることも多い。このため、周辺の地域における農地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合には、許可をすることができないものとされている。
法第３条第２条第７号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によるものとする。
ア　「周辺の地域における農地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合」とは、例えば、
①　既に集落営農や経営体により農地が面的にまとまった形で利用されている地域で、その利用を分断するような権利取得
②　地域の農業者が一体となって水利調整を行っているような地域で、その水利調整に参加しない営農が行われることにより、他の農業者の農業水利が阻害されるような権利取得
③　無農薬や減農薬での付加価値の高い作物の栽培の取組みが行われている地域で、農薬使用による栽培が行われることにより、地域でこれまで行われていた無農薬栽培等が事実上困難になるような権利取得
④　集落が一体となって特定の品目を生産している地域で、その品目に係る共同防除等の営農活動に支障が生ずるおそれのある権利取得
⑤　地域の実勢の借賃に比べて極端に高額な借賃で契約が締結され、周辺の地域における農地の一般的な借賃の著しい引上げをもたらすおそれのある権利取得等のほか、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８条第１項の規定により定められた農業振興地域整備計画、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第６条第１項の規定により定められた農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想等の実現に支障を生ずるおそれがある権利取得等が該当する。
イ　農業委員会は、許可の判断をするに当たっては、現地調査を行うこととし、その際に留意すべき点は次のとおりである。
①　法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人等による農地等についての権利取得だけでなく、法第３条第１項の許可の申請がなされたすべての事案について調査を要する。
②　法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人等による農地等についての権利取得、農地等についての所有権の取得、通常取引されていない規模のまとまりのある農地等についての権利取得等については、特に慎重に調査を行う。
③　アに例示する不許可相当の例を念頭におき、申請に係る農地等の周辺の農地等の権利関係等許可の判断をするに当たって必要な情報について、現地調査の前に把握しておく。
３　法第３条第３項、第４項、及び第５項関係
 (1)　法第３条第３項の考え方
農地等についての権利取得は法第３条第２項が基本であり、同条第３項は、使用貸借による権利又は賃貸借が設定される場合に限って例外的な取扱いができるようにしているところである。
これは、使用貸借による権利又は賃借権については、不適正な利用があった場合において契約の解除等により元の所有者に農地等を戻すことが可能であるが、これと異なり、所有権については所有者が絶対的な管理・処分権限を持つところであり、それぞれの権利の性質の違いに応じて取り扱うものとされたものである。
法第１条の目的においては、「耕作者自らによる農地の所有」等が規定され、今後とも農地の所有権の取得については農作業に常時従事する個人と農業生産法人に限るべきであることが明確にされたところである。
 (2)　法第３条第３項の判断基準
①　法第３条第３項第２号の「適切な役割分担の下に」とは、例えば、農業の維持発展に関する話し合い活動への参加、農道、水路、ため池等の共同利用施設の取決めの遵守、獣害被害対策への協力等をいう。
これらについて、例えば、農地等の権利を取得しようとする者は、確約書を提出すること、農業委員会と協定を結ぶこと等が考えられる。
②　法第３条第３項第２号の「継続的かつ安定的に農業経営を行う」とは、機械や労働力の確保状況等からみて、農業経営を長期的に継続して行う見込みがあることをいう。
③　法第３条第３項第３号の「業務を執行する役員のうち一人以上の者がその法人の行う耕作又は養畜の事業に常時従事すると認められる」とは、業務を執行する役員のうち一人以上の者が、その法人の行う耕作又は養畜の事業（農作業、営農計画の作成、マーケティング等を含む。）の担当者として、農業経営に責任をもって対応できるものであることが担保されていることをいう。
「業務を執行する役員」とは、会社法（平成17年法律第86号）上の取締役のほか、理事、執行役、支店長等の役職名であって、実質的に業務執行についての権限を有し、地域との調整役として責任を持って対応できる者をいう。
権限を有するかの確認は、定款、法人の登記事項証明、当該法人の代表者が発行する証明書等で行う。
 (3)　法第３条第３項の事務処理基準
ア　農業委員会は、法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けた法人等が撤退した場合の混乱を防止するため、次の①から④までの事項が契約上明記されているか、①から④までの事項その他の撤退した場合の混乱を防止するための取決めを実行する能力があるかについて確認するものとする。
① 農地等を明け渡す際の原状回復の義務は誰にあるか
② 原状回復の費用は誰が負担するか
③ 原状回復がなされないときの損害賠償の取決めがあるか
④ 貸借期間の中途の契約終了時における違約金支払の取決めがあるか

イ　農業委員会は、法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けた法人等が撤退した場合には、次の利用者が継承できるよう、農地等の権利の設定等のあっせん等（農業経営基盤強化促進法第４条第２項に規定する農地保有合理化事業、同条第３項に規定する農地利用集積円滑化事業等の活用等）について関係機関と十分連携して行うものとする。
ウ　法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人等による農地等の権利取得について、農業委員会は、許否の判断に当たり疑義があれば、千葉県、関東農政局に積極的に相談されたい。
また、農業生産法人以外の法人による農地等の権利取得の状況については、農業委員会・知事・関東農政局の間で情報が共有されるよう配慮されたい。
 (4)　法第３条第４項の事務処理基準
農業委員会は、法第３条第３項の規定により許可をしようとするときはあらかじめ市町村長に通知することを要し（法第３条第４項）、この際は、当該通知を受けた市町村長が意見を述べるべき期限としては、当該通知の日からおおむね２週間程度とすることが適当である。
 (5)　法第３条第５項の許可条件
農業委員会は、農業生産法人に対して法第３条第１項の許可をするに当たっては、同条第５項の規定に基づき、農地等の権利の取得後においてその耕作又は養畜の事業に供すべき農地等を正当な理由なく効率的に利用していないと認める場合は許可を取り消す旨の条件を付けるものとする。
（6） 農業委員会による農業生産法人以外の法人等の農地等の利用状況の把握
ア　法第３条第６項の規定により許可時に付した条件による報告手続
(ア) 報告書は、様式第２４号による。
(イ) 報告書に施行規則第23条第２項第２号のその他参考となるべき書類（農作業従事者の確保の状況が把握できる資料、農地等の利用状況が把握できる現況写真等）を添付させる場合には、申請負担軽減の観点から、特に次の事項に留意する。
①　許可申請書の記載事項の真実性を裏付けるために必要不可欠なものであるかどうか
②　申請の却下又は許可若しくは不許可の判断に必要不可欠なものであるかどうか
③　既に保有している資料と同種のものでないかどうか
イ　農業委員会による報告書の徴収及び整理
(ア)　毎事業年度の終了後３箇月以内に報告書の提出がなかった場合には、法第３条第３項の規定により同条第１項の許可をした農業委員会は、報告書を提出すべき農業生産法人以外の法人等に対して、書面により、速やかに報告するよう求める必要がある。
(イ)　農業委員会は、報告書の提出があったときは則第23条第１項に規定する記載事項が記載されているかどうか及び同条第２項に規定する添付書類が具備されているかどうかを検討し、報告書の記載事項又は添付書類に不備があり、農地等の利用状況の把握が困難と認められるときはこれの補正又は追完を求める必要がある。
４　法第３条の２関係
法第３条の２の規定は、法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けた者について、事後チェックが重要であることから、設けられているところである。
なお、法第３条の２第１項の勧告は、同条第２項第２号の許可取消の前置手続であることから、地域の営農状況等に著しい被害を与えていることを十分確認した上で行うこととし、勧告を受けた者がその勧告に従わなかったときは必ず法第３条第３項の規定によりした同条第１項の許可を取り消さなければならない。
 (1)　法第３条の２第１項の判断基準
① 「相当の期限」とは、講ずべき措置の内容、生じている支障の除去の緊急性等に照らして、個別具体的に設定されるものであるが、法第３条の２第１項各号の状況を可能な限り速やかに是正するために必要な期限とするものとする。
②　法第３条の２第１項第１号に該当する場合とは、２の(6)の法第３条第２項第７号の判断基準に該当する場合であって、例えば、病害虫の温床になっている雑草の刈取りをせず、周辺の作物に著しい被害を与えている場合等をいう。
③　法第３条の２第１項第２号に該当する場合とは、３の法第３条第３項関係の(2)の①及び②に該当しない場合であって、例えば、担当である水路の維持管理の活動に参加せず、その機能を損ない、周辺の農地の水利用に著しい被害を与えている場合等をいう。
④　法第３条の２第１項第３号に該当する場合とは、３の法第３条第３項関係の(2)の③に該当しない場合であって、例えば、法人の農業部門の担当者が不在となり、地域の他の農業者との調整が行われていないために周辺の営農活動に支障が生じている場合等をいう。
 (2)　法第３条の２第２項の事務処理基準
法第３条の２第２項各号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によるものとする。
①　法第３条の２第２項第１号の「農地又は採草放牧地を適正に利用していない」とは、法第４条第１項又は法第５条第１項の規定に違反して使用貸借による権利又は賃借権の設定を受けた農地等を農地等以外のものにしている場合、使用貸借による権利又は賃借権の設定を受けた農地を法第30条第３項第１号に該当するものにしている場合等をいう。
②　法第４条第１項又は法第５条第１項の規定に違反して使用貸借による権利又は賃借権の設定を受けた農地等を農地等以外のものにしている場合には、違反を確認次第直ちに使用貸借による権利又は賃借権を設定した者に対し契約の解除を行う意思の確認を行い、契約の解除が行われない場合には、許可の取消しを行うものとする。この場合の手続については、行政手続法第３章の規定により行う。
③　使用貸借による権利又は賃借権の設定を受けた農地を法第30条第３項第１号に該当するものにしている場合には、その状態が確認された時点から速やかに、同項の指導を行うこととし、法第32条の遊休農地である旨の通知の際に使用貸借による権利又は賃借権を設定した者に対し契約の解除を行う意思の確認を行い、契約の解除が行われない場合には、許可の取消しを行うものとする。この場合の手続については、行政手続法第３章の規定により行う。
 (3)　法第３条の２第３項の事務処理基準
「あっせんその他の必要な措置」とは、当該農地等の所有者に対しての当該農地等についての権利の設定等のあっせん等（農業経営基盤強化促進法第４条第２項に規定する農地保有合理化事業、同条第３項に規定する農地利用集積円滑化事業等の実施等）の働きかけ等をいう。
５　法第３条の３関係
農地等についての権利取得の届出（様式第９号）は、農業委員会が許可等によっては把握できない農地等についての権利の移動があった場合にあっても、農業委員会がこれを知り、その機会をとらえて、農地等の適正かつ効率的な利用のために必要な措置を講ずることができるようにするものである。
この届出の取扱いについては、法令の定めによるほか、次によるものとする。
 (1)　法第３条の３第１項に基づき届け出なければならないこととされている農地等についての権利取得は、具体的には、相続（遺産分割及び包括遺贈を含む。）、法人の合併・分割、時効等による権利取得をいう。
 (2)　「遅滞なく」とは、農地等についての権利を取得したことを知った時点からおおむね10箇月以内の期間とする。
 (3)　なお、この届出は、法第３条第１項本文に掲げる権利取得の効力を発生させるものではないことに留意するものとする。
例えば、届出をしたことにより時効による権利の取得が認められるというものではない。
　　　　　　　第４章　　農地保有合理化法人等の行う
　　　　　　　　　　　　届出事務
　農業経営基盤強化促進法第８条第１項に規定する農地保有合理化法人又は同法第１１条の１２に規定する農地利用集積円滑化団体が農地保有合理化事業規程に基づき、農地売買等事業の実施によって、あらかじめ農業委員会に届け出る場合は、法第３条の許可は要しない。（法第３条第１項第１３号）
　ただし、農業用施設の用に供することを目的に農地等を取得する場合は、法第５条の許可を受ける必要がある。
第１　届出の手続
　届出の提出書類及び添付書類は、次のとおりとする。
　①　届出書（様式第１１号）
　②　土地の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。）
　③　農地保有合理化事業規程の写し及び当該規程に関して農業経営基盤強化促進法第７条第１項若しくは第８条第１項による知事の承認を受けたことを証する書面、又は農地利用集積円滑化事業規程の写し及び同法第１１条の９第１項若しくは同法第１１条の１１第１項による市町村の承認を受けたことを証する書面
　④　当事者双方が連署しない場合は、規則第１０条第１項各号のいずれかに該当することを証する書面
　⑤　その他参考となるべき書類
第２　農業委員会の事務処理
　１　届出書の提出に係る指導等
　　　農業委員会は、届出書の提出があったときは、直ちに届出者に対し、農業委員会において適法に受理されるまでは届出の効力が発生しないことを十分説明し、受理通知書の交付があるまでは事実上権利取得が行われたと等しい行為が行われることのないよう指導するものとする。
　２　届出の受理、不受理
　　　農業委員会は届出書の提出があった場合には、速やかに形式上の審査を行って、適法なものは受理（様式第１２号）とし、適法でないものは不受理（様式第１３号）として、その旨を届出書の到達日から４０日以内に届出者に到達するよう通知するものとする。
　　　届出を適法でないとして不受理することができる場合とは、例えば次に掲げるような場合である。
　　①　届出に係る農地等の権利取得が、農地保有合理化法人が農地売買等事業の実施によって行われるものではない場合
　　②　権利を設定し、又は移転しようとする者が届出に係る農地等につき何らの権原も有していない場合
　　③　法定記載事項が記載されていない場合
　　④　届出書に添付すべき書類の添付がない場合
　　　　　　　第５章　　そ　　の　　他
第１　農業生産法人
　農地法は、法第３条第３項の規定による許可の場合を除き、原則として法人が農地等について所有権、使用収益権（地上権、永小作権、使用貸借による権利又は賃借権をいう。以下同様とする。）、質権若しくはその他の使用及び収益を目的とする権利を取得することを禁じている。なお、昭和37年の農地法の一部改正において農業生産法人による農地等の所有権及び使用収益権の取得等が制度化された。
　１　農業生産法人の要件
　　　法第２条第３項に規定する次の要件を満たす「農業生産法人」に該当するか否かの判断は、法令の定めによるほか処理基準の別紙１の第１の(4)・第３の４によるものとする。
　 (1)　法人形態要件
　　　　農業生産法人の法人形態は、①農事組合法人（農業協同組合法に基づくもの）、②会社法の株式会社（公開会社でないものに限る。）、③持分会社のいずれかであること。
　 (2)　事業内容要件
　　　　その法人の主たる事業が農業（注１）で、次のものを含む。
　　　①　農業に関連する事業であって、農畜産物を原料又は材料として使用する製造又は加工その他施行規則第２条で定めるもの（以下「関連事業」という。P37の２の(2) 参照）
　　　②　農業とあわせ行う林業及び農事組合法人にあっては農業とあわせ行う農業協同組合法第72条の８第１項第１号の事業（農業に係る共同利用施設の設置又は農作業の共同化に関する事業）
　 (3)　構成員資格要件
　　　　その法人の組合員、株主又は社員（以下「構成員」という。）は、すべて、次に掲げる者のいずれかであること。
　　　①　その法人に農地等について所有権若しくは使用収益権を移転した個人（その法人の構成員となる前にこれらの権利をその法人に移転した者のうち、その移転後　６か月以内に構成員となり、引き続き構成員となっている個人以外の者を除く。）　又はその一般承継人（注２）
　　　②　その法人に農地等について使用収益権に基づく使用及び収益をさせている個人
③　その法人に使用及び収益をさせるため農地等について所有権の移転又は使用収益権の設定若しくは移転に関し法第３条第１項の許可を申請している個人（当該申請に対する許可があり、近くその許可に係る農地等についてその法人に所有権を移転し、又は使用収益権を設定し、若しくは移転することが確実と認められる個人を含む。）
④　その法人の行う農業に常時従事する者（法第２条第４項各号に掲げる事由により一時的にその法人の行う農業に常時従事することができない者で当該事由がなくなれば常時従事することとなると農業委員会が認めたもの及びその法人の構成　員となった日の翌日から起算して６ケ月以内にその法人の行う農業に常時従事す　ることとなることが確実と認められる者を含む。以下「常時従事者」（注３）と　いう。）
　　　⑤　その法人に農作業（農林水産省令で定めるものに限る。）の委託を行っている個人
　　　⑥　その法人に農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第４条第２項第３号に掲げる事業に係る出資を行った同法第８条第１項に規定する農地保有合理化法人。
⑦　地方公共団体、農業協同組合又は農業協同組合連合会
⑧　その法人からその法人の事業に係る物資の供給若しくは役務の提供を受ける者又はその法人の事業の円滑化に寄与する者であって、施行令第２条に定めるもの。
　　　　　ただし、株式会社にあっては、当該構成員の有する議決権の合計が総株主の議決権の４分の１以下であるもの（当該構成員のうちその法人の農業経営の改善に特に寄与するものとして当該政令で定める者があるときは、当該構成員の議決権の合計が総株主の議決権の２分の１未満であり、かつ、当該構成員のうち当該政令で定める者以外の者の有する議決権の合計が総株主の議決権の４分の１以下であるもの）、持分会社にあっては、当該構成員の数が社員の総数の４分の１以下のもの（当該政令で定める者があるときは、当該構成員の数が社員の総数の２分の１未満であり、かつ、当該政令で定める者以外の者が社員の総数の４分の１以下であるもの）に限る。
　 (4)　業務執行役員
　　　　その法人の常時従事者たる構成員（注３）が理事等（農事組合法人にあっては理事、株式会社にあっては取締役、持分会社にあっては業務を執行する社員をいう。）の数の過半（注４）を占め、かつ、その過半を占める理事等の過半数の者が、その法人の行う農業に必要な農作業（注５）に施行規則第８条で定める日数（注６）以上従事すると認められるもの。
　　（注１）主たる事業が農業の判断基準（「処理基準」第１の(4) の②、第３の４の(1））「主たる事業が農業」であるか否かの判断は、その判断の日を含む事業年度前の直近する３カ年における農業及び関連事業（以下「農業」という。）の売上高が事業全体の売上高の過半を占めているか否か、また、従前の事業の状況と併せ、その農地等を耕作又は養畜の事業の用に供することとなる日を含む事業年度以降の３カ年の農業の売上高が、事業全体の売上高の過半を占めるか否かについても勘案して総合的に判断する。
　　　　　　なお、関連事業と附帯事業の事業範囲については、平成９年３月２４日付け９構改Ｂ286 「農業生産法人の行い得る事業範囲の明確化等について」を参照し、附帯事業に係る売上高は農業の売上高には含めないものとする。
　　（注２）一般承継人（施行規則第４条）
　　　①　その法人の構成員でその法人に農地等について所有権又は使用収益権を移転した者の死亡した日の翌日から起算して６ケ月以内にその法人の構成員となり、引き続き構成員となっている者
　　　②　①又は②に定める者の一般承継人で、①又は②に定める者の死亡の日の翌日から起算して６ケ月以内にその法人の構成員となり、引き続き構成員となっている者
　　（注３）常時従事者の判定基準（施行規則第９条）
　　　①　その法人の行う農業に年間150 日以上従事すること。
　　　②　その法人の行う農業に従事する日数が年間150 日未満である者にあっては、その日数が年間次の算式によって算出される日数（その日数が60日未満のときは60日）以上であること。
　　　　　　その法人の行う農業に必要な年間総労働日数　　　　　２
　　　　　　　　　　　　その法人の構成人数　　　　　　　　　　３
　　　　　　　　　　　　          
　　　③　その法人の行う農業に従事する日数が年間60日未満の者にあっては、その法人に農地等を提供しており、かつ、②の算式で算出される日数か、次の算式で算出される日数か、どちらか大きい日数以上その法人の行う農業に従事していること。
　　　　　　その法人の行う農業に               その構成員の農地等提供面積
　　　　　　必要な年間総労働日数　　　　　　　　その法人の経営面積

　　　　　　                 
　　（注４）理事等の数の過半（処理基準第１の(4) の⑬）
　　　　　農業生産法人の「理事等の数の過半」とは、理事等の定数の過半ではなく、その実数の過半である。
　　（注５）農作業（処理基準第１の(4) の⑬）
　　　　　耕うん、整地、播種、施肥、病虫害防除、刈取り、水の管理、給餌、敷わらの取りかえ等耕作又は養畜に直接必要な作業をいう。したがって、耕作又は養畜の重要な帳簿の記帳事務、集金等は農作業に含まれない。
　　（注６）常時従事者たる理事等の農作業従事日数（施行規則第８条）
　　　　　年間６０日（理事等がその法人の行う農業に従事する日数の２分の１を超える日数のうち最も少ない日数が６０日未満のときはその日数）である。
　２　農業生産法人の要件に関する留意事項
　 (1)　株式会社の追加
　　　　株式会社については、農業生産法人制度が創設された当時は株式の自由譲渡性を本旨としており、不断に構成員の要件を欠くおそれがあったため農業生産法人に含めないこととされていたが、その後の商法の改正により株式の自由譲渡性に歯止めをかけることが可能となったため、定款で株式の譲渡について取締役会の承認を要　する旨の定めがある場合に限り認めることとされた。（平成１３年３月施行）
　 (2)　事業内容の拡大
　　　　農業生産法人がこれまで行うことのできる事業は、農業及びこれに附帯する事業に限定されていたが、経営の多角化を通じた経営の発展や安定を図り、雇用労働力の安定的な確保を図る等の観点から事業の範囲を拡大し、主たる事業が農業及び関　連事業であることを確保しつつ、これら以外の事業の実施が可能となった。
なお、関連事業とは農畜産物の加工・販売や農作業の受託等（施行規則第２条参照）で、例えば次のようなものが想定される。
　　　　①　農畜産物を原料又は材料として使用する製造又は加工事業（例えば、りんごを生産する法人が自己の生産したりんごに加え、他から購入したりんごを原料とするジュースの製造）
　　　　②　農畜産物の貯蔵、運搬又は販売事業（例えば、りんごを生産する法人が自己の生産したりんごに加え、他の農家が生産したりんごの貯蔵又は販売事業）
　　　　③　農業生産に必要な資材の製造事業（例えば、法人が自己の農業生産に使用する飼料に加え、他の農家等への販売を目的とした飼料の製造事業）
　　　　④　農作業の受託事業（例えば、水稲作を行う法人が自己の水稲の刈取りに加え、他の農家等の水稲の刈取りの作業の受託事業）
　 (3)　構成員
　　　ア　法人と継続的取り引き関係にある構成員（農業関係者以外）
　　　　①　構成員が、法人から物資の供給若しくは役務の提供を継続して受ける者（施行令第２条第１項第１号該当者）及び法人に対して物資の供給又は役務の提供を継続して行う者（同項第２号該当者）とは、３年以上の期間を契約期間とする同項各号に掲げる内容の契約を締結している者をいう。
　　　　②　法人の事業の円滑化に寄与する者（同項第３号該当者）とは、概ね５年の期間を契約期間とする同号に掲げる内容の契約を締結している者をいう。
　　　イ　法人への農地等提供者又は農業への常時従事者である構成員
　　　　　農業経営を行う農事組合法人の組合員又は合名会社、合資会社若しくは合同会社の社員は、農業協同組合法、会社法によりそれぞれ出資義務を有するが、農地等を出資する場合、また合名会社の社員若しくは合資会社の無限責任社員が常時従事と認められる程度に労務を出資する場合を除き、その組合員又は社員のうちに、出資のみをしてその法人に農地等の所有権の移転又は使用収益権の設定若しくは移転をせず、かつ、その法人の行う農業に常時従事をしない者があるときは、その法人はこの要件を欠くものである。
　　　ウ　農地等の所有権若しくは使用収益権を移転した個人又はその一般承継人
　　　　①　移転には、譲渡のほか出資等が含まれる。
　　　　②　移転した個人には、構成員となる前に所有権又は使用収益権を売買等出資以外の形式で移転し、その後６ケ月以内に構成員となり、引き続き構成員となっている者が含まれる。
　　　　③　一般承継人とは、被承継人の権利義務を一括して承継する者で、ここでは相続人及び包括受遺者をいう。一般承継人については次の者に限られる。
　　　　　ａ　合資会社の有限責任社員及び合同会社の社員にあっては、一般承継人は、構成員たる被相続人又は遺言者の死亡によりその持分を承継した者で、引き続き構成員となっている者（その者の死亡の日の翌日から起算して６ケ月以内にその法人から脱退し再加入し、引き続き構成員となっている者を含む。）に限られ、これらの者は農地等の所有権又は使用収益権を移転した個人と同様に取扱われる。
　　　　　ｂ　農事組合法人の組合員、合名会社の社員又は合資会社の無限責任社員にあ　っては、構成員たる被相続人又は遺言者の死亡が法定脱退原因となるが、この場合に、一般承継人は相続人又は包括受遺者で構成員たる被相続人又は遺言者の死亡の日の翌日から起算して６か月以内に加入し、引き続き構成員となっている者に限られ、これらの者は農地等の所有権又は使用収益権を移転した個人と同様に取り扱われる。
　　　エ　その法人に農地等について使用収益権に基づく使用及び収益をさせている個人これには、その法人のために使用収益権を設定した個人及びその使用収益権を設定した農地等を相続又は遺贈により承継した個人が含まれる。ただし、農地等の所有権等を移転した場合と異なり、一般承継人であってもその使用収益権を設定した農地等を承継した者以外の者は、設定者とみなす取扱いをしないものとされている。
　　　オ　常時従事者
①　常時従事者の判定基準は、（Ｐ37（注３）参照）によるが、算式中、法人の行う農業に必要な年間総労働日数及び構成員がその法人の行う農業に年間従事する日数は、過去の実績を基準とし、将来の見込みを勘案して判断することが必要である。
　　　　②　金銭又は農地等を出資し構成員となり、その後６か月以内にその法人の行う農業に常時従事することが確実と認められる者も、常時従事者として取扱われる。
　　　カ　業務執行役員
　　　　　業務執行役員については、他の法人からの出向者あるいは他の法人の役職員の　地位を兼務する者、農業以外の事業を兼業する者等については、住所、農業従事経験、給与支払形態又は所得源等からみて、当該農業生産法人の行う農業に常時従事する者とは認められない場合がある。
　　　キ　社員及び議決権の数の制限について
　　　　　農業生産法人制度の趣旨は、構成員が農地等についての権利と労力を提供し合　うことにより、協同して農業経営を発展させるためのものであることから、農地等の権利の提供者又はその法人の行う農業の常時従事者以外の者の参入を認めることによって、これらの者の意思により農業生産法人の経営が支配されることのないようにするため、法第２条第３項第２号チに掲げる者の議決権について限定されている。（Ｐ36の(3) ⑧ただし書参照）
　３　農業生産法人の権利取得に係る事務処理上の留意事項
　 (1)　法人の代表者
　　　　農業生産法人による農地等の効率的利用を図るためには、その法人の理事等のうち代表権を有する者は、農業が営まれる地域に居住し、その法人が行う農業に常時従事する構成員であることが望ましい。
　 (2)　許可条件
　　　　農業生産法人の農地等の取得の許可に当たっては、取得後においてその耕作又は養畜の事業に供すべき農地等を正当な理由なく効率的に利用していないと認めると　きは、許可を取り消す旨の条件を付するものとする。
　 (3)　許可処分等の通知
　　　　申請の却下又は許可若しくは不許可を決定し指令書を交付する場合、知事は申請に係る農地等の所在地を管轄する農業委員会を経由して申請者に交付するが、併せて住所地を管轄する農業委員会にも通知する。
   (4)　許可後の報告書提出（施行規則第５８条）
農業委員会は、許可後毎事業年度終了後３ケ月以内に、農業生産法人報告書（様式第１４号）に次に掲げる書類を添付し、農地等の所在地を管轄する農業委員会に提出する旨指令書の交付時に指導するものとする。
　　　　また、法人が農業以外の事業（以下「その他事業」という。）を実施する場合は、農業とその他事業の勘定科目を設け区分経理するよう併せて指令書の交付時に指導するものとする。
　　　【添付書類】
　　　ア　定款の写し
　　　イ　農事組合法人又は株式会社にあっては、その組合員名簿又は株主名簿の写し
　　　ウ　承認会社が構成員となっている場合には、その構成員が承認会社であることを証する書面及びその構成員の株主名簿の写し
　　　エ　法第２条３項第２号チに掲げる者が構成員になっている場合には、その構成員と法人との間で締結された契約書の写し、その他その構成員が同号チに掲げる者であることを証する書面
　　　オ　その他参考となるべき書類（損益計算書の写し、出勤記録の写し、総会議事録の写し等必要に応じた書類）
　 (5)　転貸禁止の例外
　　　　農業生産法人の常時従事者たる構成員が、その借り受けている農地を、その所有者の承諾を受けて、その法人に転貸する場合には、許可できることとされている。（法第３条第２項第６号）
　４　許可申請及び許可後の事務処理等
　 (1)　許可申請
　　　　許可の申請及び農業委員会の事務処理並びに許可基準については、第３章「許可事務」による。
なお、農業生産法人が農地等の権利取得をするため法第３条の規定による許可の申請をする場合には、農業生産法人の要件に係る事項（様式第１号別紙、施行規則第１１条第１項第６号）を添付させるものとする。
　 (2)　許可後の報告書の徴収及び整理
ア　農業委員会は、毎事業年度終了後３ケ月以内に上記３の(４) に掲げる報告書及び添付書類（以下「報告書等」という。）の提出がなかった場合には、法人に対して書面により速やかに報告するよう求めるものとする。
　　　イ　農業委員会は、報告書等の提出があったときは記載事項及び添付書類が具備されているか検討し、要件の適合性を判断することが困難な場合は補正又は追完を求めることとする。
　 (3)　要件の適合状況の把握
　　　ア　農業委員会は、各要件を満たしているかどうか確認するため、法人ごとに農業生産法人要件確認書（様式第１５号。以下「確認書」という。）を備え付けてお　くものとする。
　　　イ　農業委員会は、農地等の権利取得時における要件適合状況を許可申請書等により確認書に取りまとめておくものとする。
　　　ウ　法人から報告書等の提出があったときは、農業委員会の日常業務等を通じて得た情報等を踏まえ、確認書を取りまとめ、また、報告書等及び日常業務等を通じて得た資料等は確認書に編冊し、保管しておくものとする。
(4)　農業委員会による農業生産法人への勧告及びあっせん
　　　ア　農業委員会は、農業生産法人からの報告等により次に掲げるような状況に至り要件を満たさなくなるおそれがあると認められる場合には「様式第１６号」により必要な措置をとるべきことを勧告するものとする。
　　　　①　その他事業の年間売上高が単年で総売上高の過半を占め、かつ、その状態が恒常化するおそれがある。

　　　　　　なお、この場合その他事業を独立の事業として営むことが適当と判断される場合には、その他事業部分を分社化指導することが望ましい。
②　構成員要件中、常時従事者のみに該当する構成員の農業への年間従事日数が激減し、規則第９条に規定する日数（Ｐ37の（注３）参照）を下回るおそれがある。
　　　　③　業務執行役員の過半を占める農業に常時従事する構成員のうち、農作業に従事する業務執行役員の農作業への年間従事日数が激減し、規則第８条に規定する日数（Ｐ37（注６）参照）以上農作業に従事する業務執行役員が、農業に常時従事する構成員たる業務執行役員の過半を占めることができなくなるおそれがある。
　　　イ　勧告に際して、農業委員会は農地等の所有権の譲渡しのあっせんの申出の意思があるかどうかを確認するものとする。
　　　ウ　勧告を受けた法人が、その所有する農地等の譲渡しを希望する場合、農業委員会はあっせんに努めるものとする。
　　　エ　農業委員会は、勧告を受けた法人がその勧告に係る要件を満たさなくなるおそれのある状況を是正しているかどうかについて、最初の勧告後最初の報告又は日常的な指導活動等により確認するものとする。
　　　オ　勧告を行った農業委員会は、勧告書をその法人の確認書に編冊し保管するものとする。
　 (5)　立入調査
　　　　農業委員会は、各要件を満たしているかどうかの確認に努めてもなおその確認のために必要な場合に限って、必要な範囲内の調査事項について要領第８に従って行うものとする。
　 (6)　買収（買収事務：法第７条第４項～第９項、フロー図参照）
　　　　法第７条第１項の規定による農地等の買収は、要件を充足しない農業生産法人が農地等を所有し、又は利用し続けるという状態を解消するための措置である。
　　　　このため、農業生産法人でなくなったか否かについては、ある特定の時点をとらえて判断するのではなく、要件を再び充足することが困難であり、当該要件を欠いた状態のまま、農地等を所有し、又は利用し続けると認められるか否かによって判断するものとする。したがって、理事等のうちその法人の常時従事者たる構成員が占める割合が一時的に過半でなくなった場合等、要件を再び充足すると見込まれる場合は、農業生産法人でなくなった場合との取扱いは行わないものとする。
　　　　また、法人が要件を欠いている状態であっても、近く解散する予定で事業を廃止するため自ら農地等の処分を進めている場合等、当該法人が引き続き農地等を所有し、又は利用することが見込まれない場合には、農業委員会は同条第２項の規定による公示を当分の間見合わせるものとする。
（参考）　　　　 農業生産法人が所有する農地等の買収手続きフロー

































第２　競公売による農地等の取得
　民事執行法による売却又は国税徴収法の滞納処分による公売（以下「競（公）売」という。）により、法第３条第１項の許可を要する農地等を取得する場合の手続きは、次によるものとする。
　１　買受適格証明
　　　競（公）売により農地等を取得するため買受けの申し出をすることができる者は、知事又は農業委員会の交付した買受適格証明書を有する者に限定されていることから、競（公）売に参加しようとする者は次により買受適格証明願を提出し、証明書の交付を受けるものとする。
　 (1)　競（公）売に参加しようとする者は、「買受適格証明願」（様式第１７号）を当該土地の所在する市町村農業委員会に提出する。
　 (2)　買受適格証明願の名あて人、添付書類及び提出部数は、第３章第１の許可申請」に定める許可申請書に準じるものとする。
　２　買受適格証明書の交付等
　　　買受適格証明願の提出があった場合には、農業委員会は、当該買受適格証明に係る農地の許可権限区分に従い、第３章第２「農業委員会の事務処理」に準じて「買受適格証明書」（様式第１８号）又は「買受不適格通知書」（様式第１９号）を願出人に交付又は通知する。
　３　買受適格の有無の判定
　　　買受適格証明願の提出があった場合における買受適格の有無の判定は、当該許可の申請があった場合における許否の判断基準（第３章第３「許可基準」）と同趣旨により行うものとする。
　４　事務処理の迅速化
　　　農業委員会は、買受適格を有する旨を証明する場合には、その後の事務処理の迅速化を図るため、当該買受適格証明書の交付を受け、最高価買受申出人又は次順位買受申出人となった者〔民事執行法による売却の場合〕（以下「最高価買受申出人等」という。）、又は最高価申込者及び次順位申込者のうち売却決定を受け、売却決定通知書を交付された買受人〔国税滞納処分による公売の場合〕（以下「買受人」という。）から、当該許可申請書の提出があった場合において、農業委員会の会長が当該証明書の交付時と事情が異なっていると認めた場合を除き、許可をしてさしつかえない旨の議決をしておくものとする。
　５　許可申請
　　　買受適格証明書の交付を受けた、最高価買受申出人等又は買受人は、第３章第１「許可申請」により許可申請書を提出するものとする。
　　　なお、添付書類については証明書の交付時と事情が異なっていない場合には、当該買受適格証明願に添付した書類は、許可申請書の記の１０「その他参考となるべき事項」欄に買受適格証明願に添付したことにより添付しない旨を記載して、添付することを省略できるものとする。
　６　許可指令書の交付
農業委員会は、許可申請書が買受適格証明書の交付を受けた最高価買受申出人等又は買受人から提出された場合には、前記４の議決に基づき速やかに許可指令書を申請人に交付するものとする。
なお、農業委員会の会長が買受適格証明の交付時と許可申請時の事情が異なっていると認めた場合には、当該許可申請につき再度農業委員会の審議に付するものとする。
　
　７　競（公）売手続における土地の現況認定
　　　農業委員会は、民事執行法による売却の手続を行う執行裁判所又は税務署長（国税局長）から登記簿上の地目が田又は畑である土地について、その現況が農地であるか否かにつき照会があった場合には、「登記簿上の地目が農地である土地の農地以外への地目変更登記に係る登記官からの照会の取扱いについて」（昭和56年８月28日付け56構改B第1345号）に準拠して取り扱い、速やかに回答するものとする。
なお、登記簿上の地目が田・畑以外の土地について、その現況が農地等であるか否かにつき照会があった場合にも、これに準じて取り扱うものとする。
第３　時効による農地の取得
　時効を原因とする農地の権利移転又は設定については農地法の規制対象外であることから、本来農地法所定の許可を受けなければならない場合であるにもかかわらず、当事者双方の申請により登記原因を時効取得という名目で、その許可を得ることなく農地について所有権移転の登記が行われている事例が見受けられる。
　このような農地法違反行為を防止するため、時効取得を原因とする農地についての権利移転又は設定の登記に係る農業委員会の事務処理は、次によるものとする。
　１　取得時効完成の要件
　 (1)　20年間所有の（自己のためにする）意思を以って他人の農地を占有（農地に係る財産権を行使）すること。
　 (2)　平穏かつ公然と他人の農地を占有（農地に係る財産権を行使）すること。
　　　　なお、占有期間については、農地に係る権利の取得が農地法所定の許可を要するものであるにもかかわらず、その許可を得ていない場合には、占有（準占有）の始めに無過失であったとはいえず、取得時効が完成するためには20年間の占有期間を要する。
　２　登記完了前の措置
　　　農業委員会は、登記官から登記簿上の地目が田又は畑である土地について、時効取得を登記原因とする法第３条第１項本文に掲げる権利（以下単に「権利」という。）の移転又は設定の登記申請がなされた旨の通知を受けた場合は、次により処理する。
	農　業　委　員　会　の　処　理

	

	
	取得時効完成要件の有無について実情を調査する。
	

	
	
	

	　　　　　取得時効完成事案　　　　　　取得時効完成要件不備
                                              ↓

	
	　登記官に対して取得時効完成要件不備である旨を通知するとともに、登記申請当事者に登記申請を一旦取下げ、農地法所定の許可を受けた上で権利の移転又は設定の登記を行わせる等、事案に即した適切な指導を行う。
	

	


　３　登記完了後の措置
　　　農業委員会が、登記官から登記簿上の地目が田又は畑である土地について、時効取得を登記原因とする権利移転又は設定の登記が行われた旨の通知を受けた場合には、農業委員会は次により処理する。

	農　業　委　員　会　の　処　理

	

	
	取得時効完成要件の有無について実情を調査する。
	

	
	
	

	　　　　　取得時効完成事案　　　　　　取得時効完成要件不備
                                               ↓

	
	　登記申請当事者に対して、農地法違反であることを伝え、当該登記の抹消、農地の返還等農地法違反包囲の是正を行うよう指導する。
	

	　
	
	

	農地法違反の是正完了　　　　農地法違反の是正未了

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ↓

	　　　
	当該登記申請当事者に是正を行うべき旨の通知をする。
　通知内容を順守するよう指導する。
　通知内容の履行状況の把握に努め、登記事項証明書等で履行完了を確認する。
	

	
	
	

	履行完了　　　　　　　　　　　履行遅滞

　　　　　　　　　　　　　　　　 ↓

	
	　登記申請当事者に履行を督促し、遅滞理由及び履行状況報告を求める。
　通知内容の履行が遅滞していることにつき、相当な理由があると認められる場合を除き、告発を検討する。
	

	

	

	


第４　許可処分の取消し
　１　願出による取消しの手続
　　　法第３条第１項の規定により、許可処分を受けた者が当該許可処分の取消しを受けようとするときは、許可処分取消願を農業委員会へ提出するものとする。
　 (1)　提出書類及び添付書類
　　　①　法第３条の規定による許可取消願（様式第２２号）
　　　②　法第３条の許可指令書（許可指令書を紛失した場合は、紛失届及び当該許可申請書写し）
　　　③　土地の登記事項証明書（許可後分合筆されている場合は、分合筆後の全土地の登記事項証明書）
　　　④　一筆の土地の一部を取り消す場合は測量図
　　　⑤　その他参考となるべき書類
　 (2)　提出部数
　　　　正本１部
　　　
　２　許可処分の取消し
　　　農業委員会の事務処理は、次のとおりとする。
　 (1)　農業委員会は、許可処分取消願の提出があったときは、当該願出書及び添付書類を点検し、次の事項を確認して取消し相当と認めたときは、速やかに取消指令書（様式第２３号）を願出人に交付するものとする。
　　　①　願出土地について、土地の引き渡しを了し、耕作を開始していないこと。
　　　②　取消し理由が、許可申請若しくは許可処分に瑕疵があったこと、又は許可処分を存続せしめることが公益に反すること若しくは当該土地の権利関係を不当に不安定にする恐れがあると認められること、その他相当の事由があると認められること。
　 (2)　農業委員会は、取消しに係る土地が許可処分を受けた土地の一部である場合には、取消指令書を交付するとともに、従前の許可指令書を訂正し、願出人に交付する。
　 (3)　農業委員会は、取消しが適当でない処分に係る取消願については、願出人にその理由を説明し、当該願出を取下げるよう指導するものとする。
　 (4)　農業委員会は、取消指令書を交付したときは、許可申請書受付台帳等関係書類の該当部分を朱抹し、抹消印を押印し、抹消事由（抹消理由、取消指令番号、年月日等）を付記しておくこと。
３　農地法第３項の２第２項の規定による取消し処分
法第３条の２第２項の規定による「許可の取消し」は、「農地等について貸借の権利の設定を受けた者がその農地等を適正に利用していないと認められるにもかかわらず、当該貸借による権利を設定した者（土地の所有者）が契約を解除しないとき」または「法第３条の２第１項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わなかったとき」のいずれかに該当する場合に必ず行わなければならないものであり、その手続きは次のとおりである。
(1)　農業委員会は、法第３条第６項の規定により許可の条件とされた報告書（様式第２４号）の記載の内容並びに許可に係る農地等の利用状況等から、貸借の権利の設定を受けた者がその農地等を適正に利用していないと認められるときは（判断基準についてはＰ32第３の４の(２)の①を参照）、貸借の権利を設定した者（土地の所有者）に対し契約の解除を行う意思の確認を行う。
(2)　農業委員会は、契約の解除が行われると認められないときは、次の手順に従い当該許可処分の取消しを行う。
①　当該許可処分の当事者（権利者・義務者双方）に対して、聴聞を行う（行政手続法第１３条）。なお、聴聞の方式については、行政手続法第１５条から第２６条の規定によること。
②　この聴聞の結果、取消し処分を要すると判断した場合には、当事者に対し許可取消指令書（様式第２６号）を交付する。
(3)　農業委員会は、貸借の権利の設定を受けた者が法第３条の２第１項各号に該当していると認めたときは（判断基準については、Ｐ32第３の４の（１）参照）、その者に対し相当の期限を定めて、必要な措置を講ずべきことを勧告する（様式第２５号）。
(4)　農業委員会は、貸借の権利の設定を受けた者が、(３)の勧告に従わなかったときは、前記(２)の①、②の手順により当該許可処分の取消しを行う。
(5)　取消指令書の交付に関する農業委員会の事務処理については、願出による取消しの手続（Ｐ47第４の２の(４)）と同様である。
第５　許可申請の取下げ
　許可申請者が許可申請後、当該許可申請に係る許可指令書が申請者に交付される前において、当該許可申請を取り下げようとする場合には、次によるものとする。
　１　許可申請の取下願出
　　　許可申請を取り下げようとする者は、農業委員会会長を名あて人として「農地法第３条の規定による許可申請の取下願」（様式第２７号。以下「取下願」という。）を当該農地等の所在する市町村農業委員会に１部提出する。
　２　農業委員会の事務処理
　　　申請の取下げ
　　　　農業委員会は、申請の取下願の提出があった場合は、当該許可申請者からの取下願であるか否かを確認し、次の区分により処理するものとする。
　　　(1)　許可申請者双方からの取下願の場合
「農地法第３条の規定による許可申請の取下願受理通知書」（様式第２８号）を願出人双方に交付するものとする。
　　　(2)　許可申請者の一方からの取下願の場合
　　　　　当該願出人に対しては、「農地法第３条の規定による許可申請の取下願受理通知」を交付するとともに、他方に対しては、当該許可申請について却下処分（様式第７号）を行うものとする。
　
第６　許可処分の証明
　法第３条の規定による許可処分の証明に係る手続きは、次によるものとする。
　１　許可処分の証明要件
　 (1)　許可指令書を紛失、焼失等した場合で、所有権移転登記等特に必要があると認められること。
　 (2)　原則として許可後３年以内の証明であること。
　２　許可処分の証明願出
　　　許可処分の証明を受けようとする者（許可処分を受けた者又はその一般承継人）は、農業委員会会長を名あて人として「農地法第３条の規定による許可処分の証明願」（様式第２９号。以下「証明願」という。）を当該農地等の所在する市町村農業委員会に１部提出する。
　　　なお、この際添付書類として土地の登記事項証明書及びその他参考となる書類を添付するものとする。
　３　農業委員会の事務処理
許可処分の証明
　　　　農業委員会は、許可処分の証明願の提出があった場合には、農業委員会保存の関係書類（台帳・許可指令書控等）により当該許可処分について取消処分がなされていないこと及び願出内容に相違がないことを確認し、証明書を証明願出人に交付するものとする。
　４　許可処分証明書の作成要領
　　　許可処分証明書は、許可処分時の許可指令書控を用い、余白に「本書のとおり許可したことを証明する」旨、証明年月日、農業委員会会長を記入するとともに農業委員会会長印を押印して作成するものとする。
第７　不服申立て
　法第３条第１項の規定による農業委員会の処分又は不作為について不服のある者は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号。以下「行服法」という。）の規定に基づく不服の申立てをすることができる。
　
　１　不服申立ての対象となる処分又は不作為
　 (1)　処分とは、法第３条第１項の規定による許可の申請又は届出に関するもので次の場合をいう。
　　　①　農業委員会に対する許可申請
　　　　　許可又は不許可（全部又は一部）、却下若しくは附款を付した許可
　　　②　農業委員会に対する届出
　　　　　受理又は不受理（全部又は一部）
　 (2)　不作為とは、法第３条第１項の規定による許可の申請又は届出に対し、農業委員会が相当の期間内に許可、却下、不許可又は不受理のいずれもしないことをいう。
　２　不服申立ての種類
　 (1)　異議申立て・・・農業委員会の不作為について、不作為庁を審査庁として提起するもの。
　 (2)　審査請求・・・・農業委員会の処分又は不作為について、処分庁又は不作為庁の上級行政庁を審査庁として提起するもの。
　　　（不作為については異議申立てと審査請求のいずれかを選択により提起できる。）
　３　不服申立ての審査庁並びに不服申立書の提出先及び提出部数
	
	審　査　庁
	不服申立書の提出先
	提出部数

	異議申立て
	農業委員会の
不作為
	農業委員会
	農業委員会
	１通

	審査請求
	農業委員会
	不作為

	知　　事
	直接、又は農業委員会を経由して知事（農地課）
	２通

	
	
	処分


	
	
	


　４　不服申立ての要件
　 (1)　処分又は不作為が存在すること。
　　　　処分が行われる前の審査請求、並びに許可申請されていないにもかかわらずなされる不作為についての異議申立て又は審査請求は不適法である。
　 (2)　正当な当事者からの不服申立てであること。
　　　　不服申立ての正当な当事者と認められるためには、違法又は不当な処分によりあるいは不作為により、直接自己の権利利益を侵害される者であることを要する。
　 (3)　不服申立期間内に提起するものであること。
　　　　審査請求についての不服申立期間は、処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内である。ただし、やむを得ない事由があるときはこの限りでないこと。
　　　　なお、不作為についての異議申立て又は審査請求は、不作為が継続する期間中いつでも行うことができるので留意すること。
　 (4)　適法な書面で提起するものであること。
　　　　審査庁を名あて人とし、行服法第１５条又は第４９条に定める事項を記載した審査請求書又は異議申立書により提起するものであること。ただし、行服法第１６条に定める口頭による異議申立て又は審査請求も提起できるものであること。
　５　不服申立てが提起された場合の事務処理
　 (1)　補正
　　　　異議申立て又は審査請求が、不適法であるが補正することができるものであるときは、審査庁は相当の期間を定めてその補正を命ずるほか、提出書類に不備があるときは訂正を求めるものとする。
　 (2)　農業委員会の処分又は不作為についての審査請求
　　　ア　審査請求書の取扱い
　　　　　審査請求書が直接知事（農地課）に提出されたときは、県の受理後、審査請求書副本が農業委員会に送付される。

なお、審査請求書が農業委員会に提出されたときは、農業委員会は審査請求書を受理（受付印押印のこと）し、直ちに知事（農地課）に審査請求書正本（審査請求書が郵便で提出された場合は、その正本及び封筒）を送付し、副本を留め置くものとする。
　　　イ　弁明書等
　　　　　農業委員会は、知事（農地課）から弁明書提出の要求を受けたときは、原則として３０日以内に弁明書正副２通（正副いずれも押印の必要があるから留意のこと。）を知事（農地課）に提出するものとする。
（知事（農地課）から審査請求人に対して弁明書副本が送付され、反論書の提出が求められる。）
　　　　　なお、農業委員会は、弁明書の提出に際し、次の書類をあわせて提出するものとする。
　　　　①　許可申請書又は届出書（これに添付された書類を含む。）の写し
　　　　②　農業委員会の意見書及び関係議事録の写し
　　　　③　農業委員会の指令書又は受理若しくは不受理の通知書の写し
　　　　④　その他審理に必要と認められる書類
　　　　　農業委員会は、知事（農地課）に対し、処分の理由に関係のある書類その他の物件及びその所持人又は事実を知っている人を書面をもって申し出ることができる。
　　　ウ　反論書
　　　　　審査請求人から反論書が提出されたときは、反論書の写しが知事（農地課）から、農業委員会に送付される。
　　　エ　処分の取消し等
　　　　　農業委員会は、裁決がなされるまでの間に審査請求に係る処分を取消したとき又は不作為に係る申請に対し何らかの行為をしたときは、速やかにその取消し又は行為の内容を明らかにした書面を添えて、その旨を知事（農地課）に報告するものとする。
　　　オ　裁決
　　　　　知事（農地課）から審理の結果裁決として、裁決書謄本が審査請求人及び農業委員会に送付される。
　　　　　農業委員会は、処分についての審査請求において裁決により審査請求に係る処分が取消され、あらためて申請に対し処分をする必要があるものであるときは、遅滞なく裁決の趣旨に従い処分をしなければならない。また、不作為についての審査請求において裁決により申請に対し何らかの行為をすべきことを命ぜられたときは、農業委員会は速やかに何らかの処分をしなければならない。
　 
　 (3)　農業委員会の不作為についての異議申立て
　　　ア　不作為についての異議申立てについては、次のイに定めるところによるほかは、その性質に反しない限り、(2) に準ずるものとする。
　　　イ　農業委員会の不作為についての異議申立て
①　農業委員会は、異議申立書を受理したときは、速やかに異議申立書の写し３通を添えて、異議申立てがあった旨を知事（農地課）に報告するものとする。
　　　　②　農業委員会は、異議申立てにつき速やかに審理をして却下の決定を行うか、異議申立てがあった日の翌日から起算して２０日以内に異議申立てに係る申請に対する何らかの行為をするか又は書面で異議申立人に不作為の理由を示すものとする。
　　　　③　農業委員会は、②の決定をしたときは、決定書の原本（主文及び理由並びに決定の年月日を記載し、農業委員会の記名押印がなされているもの）を作成し、これを永久に保存するものとする。
　　　　④　農業委員会は、③の決定書の原本により決定書の謄本（農業委員会が決定書の謄本である旨を記載して、その記名押印をしたもの）を作成し、この謄本を異議申立人に送付するとともに、決定書の写し３通を添えて、決定をした旨知事（農地課）に報告するものとする。
　　　
　６　不服申立ての取下げ
　　　不服申立人は、裁決又は決定がなされるまでの間いつでも審査庁を名あて人とする取下書を提出することにより、不服申立てを取下げることができる。
　　　取下書が提出された場合の取扱いは、５の(2) のア、 (3) のイの①と同様とする。
×





×





毎年の定期報告


（第６条第１項）





農業生産法人の要件を欠く恐れがあると認められる場合





営農継続の意思がない場合





要件を満たさなくなることを防止するための措置を取るべきことを勧告（第６条第２項）





営農継続の意思がある場合





勧告を受けた法人の申出に基づき、農業委員会が農地等の譲渡しについてあっせんに努める。（第６条第３項）





３ケ月間





あっせん不成立





あっせん成立





農業生産法人の要件を欠いている場合





農業生産法人の要件を充足している場合





買収すべき農地等の公示（第７条第２項）





農地等を買収





審査の結果届出が真実であると認められる場合





農業生産法人の要件を欠いている場合





審査の結果届出が真実であると認められない場合


（第７条第６項）





買収すべき農地の公示の取消し


（第７条第５項)





農業生産法人の要件を充足した旨の届出（第７条第５項）





農地等の買収はせず





他者への所有権の譲渡し等が成立しない場合





引き続き農業生産法人として営農継続





他者への所有権の譲渡し等が成立した場合





注　買収すべき農地等が公示された後も農業委員会は当該法人の申出に基づき農地等の譲渡しについてあっせんを行う（第７条第９号）





立入調査の実施


（第１４条）





３ケ月間





３ケ月間





３ケ月間





【一時変則状態】


①　家庭菜園


 　家庭菜園にすぎない農地は農地調整法の農地に該当しない。（判例14）


②　空閑地利用


 ａ　所有者が建物敷地にするため水田を埋立てた土地について、隣家の小料理及び鍛冶業を生業とするものが


 　空地利用として自家用野菜を栽培している場合は、農地調整法第2条にいう農地に当たらない。（判例15）


 ｂ　空閑地利用の耕作に農地法の適用はない。（判例16）


③　不法開墾


 　権原なくして開墾した土地が法第2条の農地に該当しない旨の原審の判断は、農地法の精神に照らし、正当


 である。（判例17）


④　休耕地・耕作放棄地


 　従前は農地の用に供されていた土地であったが、その境界近くに植栽された数本の栗樹の自然成長により日


 陰地となったため、その大部分（約5畝のうち約4畝）は、現在耕作されないで放置されているがその一部（


 約1畝）は、なお菜園として利用されているような場合は、全体として農地と認むべきである。（判例18）


⑤　一時利用


 　一時的に養鯉場として使用された水田も農地である。（判例19）


⑥　災害


 　現況農地であったものが、その後水害のため荒地と化し、まったく農地としての形態を失うに至った場合に


 は、もはやこれを農地として買収することは許されない。（判例20）











判例


 ★　法第３条第２項第５号に違反する県知事の許可も、その瑕疵が重大かつ明白


 　な場合に限り無効となる。（判例６７）
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